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　本項においては、神栖市におけるヒ素による
健康被害等責任裁定申請事件の裁定（以下、「神

栖事件の裁定」という。）１）で、国の責任を否
定する判断が示されたことの意義を理解するた
め、中国大陸で旧日本陸軍により遺棄された毒
ガス兵器等により人身被害を受けた事件におい
て、国の損害賠償責任が問題になり、国の責任
を肯定した裁判例２）を紹介する。公調委によ
る神栖事件の裁定との対比を検討していただき
たい。

（１）事案の概要

１ ）原告らは、中国東北部に在住する中国国民
であるが、①１９７４年１０月、黒竜江省佳
木斯市の河川で浚渫（しゅんせつ）作業に従
事していたところ、浚渫船が引き揚げた遺棄
砲弾から毒ガスが漏れ出し、作業員らが重傷
を負い、②１９８２年７月、同省牡丹江市で
下水道の敷設工事に従事していたところ、地
中からドラム缶が見つかり、この缶から毒ガ
スが漏れ出し、作業員らが重傷を負い、③
１９９５年８月、同省双城市で道路工事に従
事していたところ、道路脇から遺棄砲弾が発
見され、その信管を取り外す作業中、突然、
砲弾が爆発し、作業員らが死亡し、重症を
負った事故が発生したが、これらの事故は、
旧日本軍が日中戦争中に中国大陸に毒ガス
兵器や砲弾を持ち込み、終戦前後にこれを遺
棄、隠匿し、被告の日本国（以下、単に「被
告」という。）が、終戦後に長きにわたって
これを放置していたために発生した事故であ
ると主張し、被告に対し、国際法、中国民
法、日本国の国家賠償法、民法に基づき、総
額約２億円の損害賠償を請求した事案であ
る。
　 　原告らは、①の事故により死亡した甲（以
下、原告を含めて、事件関係者の個人名は記
号により表記する。）の妻原告Ａ、同事故に
より負傷した原告Ｂ、同Ｃ、②の事故により
負傷した原告Ｄ、同Ｅ、同Ｆ、同Ｇ、③の事
故により死亡した乙の妻原告Ｈ、乙の子原告
Ｉ、同事故により負傷した原告Ｊ、同事故に
より死亡した丙の妻原告Ｋ、丙の子原告Ｌ、
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丙の子原告Ｍの１３名である。

２）原告らの請求の趣旨
　① 　被告は、原告Ａ、同Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、

同Ｅ、同Ｆ、同Ｇに対し、それぞれ、
２０００万円及びこれに対する平成９年５
月８日から支払済みまで年５分の割合によ
る金員を支払え。

　② 　被告は、原告Ｈ、同Ｉに対し、それぞ
れ、１０００万円及びこれに対する平成９
年５月８日から支払済みまで年５分の割合
による金員を支払え。

　③ 　被告は、原告Ｊに対し、２０００万円及
びこれに対する平成９年５月８日から支払
済みまで年５分の割合による金員を支払
え。

　④ 　被告は、原告Ｋ、同Ｌ、同Ｍに対し、そ
れぞれ、６６６万円及びこれに対する平成
９年５月８日から支払済みまで年５分の割
合による金員を支払え。

３ ）原告らの主張は、別紙「原告らの主張」（省
略）に記載のとおりであるが、原告らは、損
害賠償請求の根拠として、選択的に、①国際
法（ハーグ陸戦条約３））に基づく請求権、②
中国民法（中華民国民法４）、中華人民共和国
民法通則５）、中国における条理）に基づく請
求権、③日本国の国家賠償法（同法１条、２
条）に基づく請求権、④日本国の民法（同法
７０９条、７１５条、７１７条）に基づく請
求権、を主張した。

４ ）被告の主張は、別紙「被告の主張」（省略）
に記載のとおりである。被告は、原告らには
国際法、中国民法、日本国の国家賠償法、民
法に基づく損害賠償請求権はなく、仮にあっ
たとしても２０年の除斥期間（民法７２４条）
の経過により損害賠償請求権は既に消滅し、
あるいは、１９７２年の日中共同声明６）に
より中国国民の損害賠償請求権は放棄されて
いる、と主張した。

（２）原告らの被害事実の認定

１） 松花江・紅旗０９号事件（毒ガス）－①の
事故

ア　事故の発生
　ア ）１９７４年１０月２０日午前２時ころ、

黒竜江省佳木斯市内を流れる河川・松花江
において、黒竜江航道局の作業員らが、紅
旗０９号という吸引式浚渫船で泥をさらう
浚渫作業に従事していたところ、佳木斯市
記念塔から上流２００ｍの地点で、同船の
吸泥ポンプが異常音を発し、同船のメイン
エンジンが停止した。

　　 　同船の機械管理担当の乗組員甲、原告
Ｂ、同Ｃらが修理に駆けつけ、手動リフト
で吸泥ポンプの蓋を開けると、ポンプの中
から水があふれ出した。あふれ出た水は、
黒色で、マスタード７）のような臭いがし
た。原告Ｃは、リフトのチェーンを手でつ
かんで蓋を引き上げたため、体全体に黒色
の液体を浴びた。甲の足は、ポンプからあ
ふれ出た黒い水に漬かった。甲は、ポンプ
の中を確かめたところ、金属製の物体がポ
ンプに吸い込まれているのを発見した。原
告Ｃがポンプの中に手を入れてその金属製
の物体を取り出したところ、その物体は
直径約１０㎝、長さ約５０㎝の砲弾であっ
た。砲弾は、既に錆びついていて、頭部が
つぶれて、中から黒い液体が流れ出てい
た。原告Ｂは、同Ｃが取り出した砲弾を手
で受け取り、黒い液体を体に付着させてし
まった。

　　 　午前３時ころから、これらの作業を行っ
た甲、原告Ｂ、同Ｃの３名には、めまい、
頭痛、吐き気、嘔吐、呼吸困難、口の渇
き、流涙、鼻水などの症状が発生した。

　イ ）この砲弾は、作業員により松花江の水中
に投棄され、紅旗０９号の浚渫作業がさら
に続けられた。午後６時ころ、同船は再び
吸泥ポンプ内に砲弾を吸い込んだため、同
船の浚渫作業はそのまま停止した。

　　 　翌２１日、航道局は、関連部署に事態を
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報告し、２２日、それぞれの部署が協力し
て吸い込んだ砲弾を取り出した。砲弾は、
直径１０．６㎝、長さ５０㎝、重さ１５キ
ロで、純度の高い銅製であった。この砲弾
は、最初に発見された砲弾とほぼ同じ形で
あった。

　　 　取り出された砲弾を開けると、中には刺
激臭のある黒褐色の液体が詰まっていた。
その後、２３日に防疫センターにより検査
が行われ、その結果、砲弾の内容物はイペ
リット８）（マスタードガス９））とルイサイ
ト10）の混合剤であることが判明した。

イ　被害者甲について（原告Ａの関係）
　ア ）甲（事故当時４２才）は、砲弾を処理し

た後、同日午前３時ころからめまい、頭
痛、吐き気などを生じ、朝になると、目が
赤く腫れ上がり、両足にも腫れやかゆみが
出て、赤い斑点や黄色い水泡ができ、嘔吐
し始めて、全身が震え始めた。

　　 　甲は、翌２１日、ハルピン医科大学病院
に入院し、マスタードガス中毒症11）と診
断されたが、同病院では治療ができないと
のことで、２５日、瀋陽市の人民解放軍
２０２病院に転院した。２０２病院では、
マスタードガスによる皮膚火傷の治療を受
けていたが、１１月ころからは両目が腫
れ、胸部や背中などにも赤い発疹が再び現
れた。１２月１７日には、北京市の人民解
放軍３０７病院に転院し、２か月ほど治療
を受けた後に退院した。

　　 　同人は、その後も３０７病院で治療を受
けていたが、全身の各所に中毒症状が続
き、１９８２年までには左足の指２本と右
足の指１本が壊死して脱落し、１９８６年
以降は両足が壊死して寝たきりになり、生
活面すべてで介護を要する車椅子の生活に
なっていて、１９９１年７月２０日、マス
タードガス中毒総合症により死亡した。

　イ ）甲は、１９５２年に黒竜江航道局に就職
し、１９７４年の本件事故当時には紅旗
０９号の副機関室長の地位にあった。事
故当時は、毎月、合計１３３．２元の給与

が支給されていたが、事故後は病気休職と
なり、基本給６５元のみの支給となってい
た。死亡までの治療費は、航道局が月２０
元程度を負担したが、残りは自己負担で
あった。

　　 　原告Ａは、甲の妻であるが、甲の看護の
ため仕事を辞めざるを得なかったうえ、治
療費に充てるために家を２軒売却した。ま
た、同原告は、無理をして体を壊し、甲の
死亡後も仕事に就くことができなくなって
いた。生活は困窮し、現在も２万元余りの
借金があって、返済できないでいる。

ウ　被害者原告Ｂについて
　ア ）原告Ｂ（事故当時２２才）は、砲弾を処

理した後、同日午前３時ころからめまい、
頭痛、吐き気などを生じ、午前８時ころに
は両手が赤く腫れ、赤い斑点が現れるなど
の症状が出ていた。その後、斑点が黄色い
水泡になり、午後６時ころには水泡が大豆
くらいの大きさになって、両手、両上肢、
首にまで広がっていた。

　　 　同原告は、翌２１日、ハルピン医科大学
病院に入院し、マスタードガス中毒症と診
断され、患部の切断による治療を勧めら
れたが、これには拒否している。２４日、
瀋陽市の人民解放軍２０２病院に転院し、
１２月１０日まで入院した。この入院中、
両手には水泡ができて、びらんし、この症
状に対して水泡を切開してアルコールと食
塩水で消毒するという治療を受けていた。

　　 　同原告は、２０２病院を退院した後、自
宅で療養していたが、再び症状が悪化し、
１９７５年１２月１７日から北京市の人民
解放軍３０７病院に入院した。同原告の両
手は傷跡が増殖して絶えず痙攣し、指と指
の間がただれて粘膜のようなものが出來
て、水かき状に癒着する症状になってい
た。そして、両手の指の癒着部分を切除す
る手術を２回受けて、１９７６年３月２７
日に退院した。

　　 　同原告は、その後も症状が改善されず、
皮膚は石鹸などの化学物質によりアレル
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ギーを起こし、筋肉が萎縮して、両手の機
能には障害が残った。そのほか、呼吸困
難、倦怠感、脱力感、のどの渇き、不眠、
流涙、傷口が化膿しやすく回復が遅い、な
どの自覚症状がある。

　イ ）原告Ｂは、１９７１年から黒竜江航道局
に勤務し、１９７４年の事故当時は、毎
月、合計１１２．４８元の給与が支給され
ていたが、事故後は病気休養により基本給
４５元のみの支給となった。

　　 　同原告は、事故後１１年間ほどは在職
し、人と接触することのない仕事に従事し
ていたが、定年前に退職を余儀なくされ
て、その後は現在まで仕事に就くことがで
きないでいる。しかし、退職後も基本給は
支給され、１９９５年以降は基本給だけで
なく手当も付くようになって、現在は物価
上昇に伴い毎月１１４４．５元の支給を受
けている。しかし、被害に遭わないで働き
続けていれば、基本給と諸手当を合わせて
毎月２１６２．７元の支給を受けていたは
ずであった。

　　 　治療費は、病院費用は航道局が７割を負
担しているが、病院以外で購入する薬代を
含めて、それ以外は自己負担である。

　　 　同原告は、事故後に３回の見合いをした
が、２回はマスタードガスの被害者である
ことが知れて結婚を断られた。３回目の
見合いでは被害のことをひた隠しにして、
２９才で結婚したが、１９９５年になって
被害を受けたことが妻に知れてしまい、何
度も離婚の話が出ている。

エ　被害者原告Ｃについて
　ア ）原告Ｃ（事故当時２９才）は、砲弾を処

理した後、同日午前３時ころからめまい、
頭痛、吐き気、呼吸困難、口の渇き、流
涙、鼻水などの症状が現れた。また、黄色
い液体を嘔吐し続け、手がかゆくなり、体
の力が抜けた。

　　 　同原告は、佳木斯市内の病院で診察を受
けたが、病名が分からず、その間に両手が
赤く腫れ上がり、水泡ができたため、ハル

ピン医科大学病院に入院した。入院時に
は、両手の水泡がブドウの房のようにな
り、頭の上にも鳥の卵大の水泡ができ、水
泡からは黄色い液体が流れてきた。２４日
には、瀋陽市の人民解放軍２０２病院に転
院し、マスタードガス中毒症と診断され
た。水泡は、全身に広がっていた。その治
療は、びらんした部分を切り取って消毒す
る方法で行われたが、皮膚がただれると指
と指の間には水かき状の膜ができ、癒着し
ていた。そして、１２月１０日にはいった
ん退院した。

　　 　しかし、退院後２か月も経たないうち
に、再び病状が悪化し、両手だけでなく、
陰部、肛門、口腔にも水泡が現れて、びら
んするようになり、呼吸も困難になった。
同原告は、１９７５年１２月１７日、北
京市の人民解放軍３０７病院に入院して
治療を受け、指と指の間にできる異常膜
を切り取る手術も受けた。１９７６年４月
６日には退院したが、退院後また再発し、
１９７７年６月９日に再入院して治療を受
け、７月２１日に退院した。

　　 　その後、現在に至るまで、局部の水泡、
びらん、筋肉の萎縮による両手の機能障
害、石鹸などの化学物質による皮膚アレル
ギー、頭髪脱落、呼吸困難などの症状があ
り、ハルピン医科大学病院、ハルピン肛腸
病院、黒竜江省海員総病院にも通院してい
る。１９９７年４月には、ハルピン市障害
者連合会から、肢体障害３級という認定を
受けた。

　イ ）原告Ｃは、１９６８年から黒竜江航道局
に勤務し、１９７４年の事故当時は、毎
月、合計１１８．４８元の給与が支給され
ていたが、事故後は病気休養により基本給
５０．７元のみの支給となった。

　　 　同原告は、１９９５年以降は手当が付く
ようになったが、１９９９年には定年前の
退職を余儀なくされた。退職後も、退職前
の支給額の９５%が支給され、現在は毎月
１０３８．６５元の支給を受けているが、
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被害に遭わなかったとすれば、現在では毎
月２２２９．７元の支給が受けられていた
はずである。

　　 　治療費は、病院費用は航道局が７割を負
担しているが、病院以外で購入する薬代を
含めて、それ以外は自己負担である。

　　 　同原告は、治療法のない病気の苦しみや
家族も扶養できないという屈辱感から、精
神的に不安定な状態となり、２回にわた
り自殺を図った。生活は困窮し、現在も
２万８０００元の借金が残っている。

２） 牡丹江市・光華街事件（毒ガス）－②の事故
ア　事故の発生
　ア ）１９８２年７月１６日午後６時ころ、黒

竜江省牡丹江市光華街の建築文化宮前の暗
渠工事現場において、牡丹江市市政工程処
の作業員らが下水道敷設工事に従事してい
たところ、深さ２．５ｍに掘った溝の中か
ら、直径５０ｃｍ、高さ８５ｃｍ、重さ
１００キロのドラム缶が発見され、作業し
ていた原告Ｄらがこの缶を掘り出した。缶
の上蓋には栓が３個付いていた。現場から
は、同じ大きさのドラム缶があと２つ発見
された。

　　 　原告Ｅは、現場の監督者の地位にあり、
報告を受けて現場へ駆けつけた。午後６時
３０分ころ、作業員の1人がドラム缶の栓
をつるはしで叩いて開けると、液体が缶の
中から激しい勢いで噴出し、溝の側面に当
たって跳ね返り、近くにいた原告Ｅの目と
顔、首、手などにかかった。また、原告Ｄ
の顔とズボンの股の部分にもかかった。液
体は、黒色で、腐ったニンニクのような強
い臭いがした。

　　 　翌１７日午前５時ころ、作業員の原告Ｆ
は、工事現場で前日に引き続き作業を行っ
ていたところ、滑って尻餅をついてしま
い、腰や臀部などに黒い液体の混じった泥
が付いた。午前６時ころ、ポンプ工の原告
Ｇは、同じ現場で溝の中の水をくみ出す排
水作業をしていたが、その時に、黒い液体

の混じった水に両足を漬けてしまった。
　イ ）牡丹江市市政工程処からの報告を受けて、

市政府は、衛生防疫センターに対し、現場
の化学検査をするよう要請した。センター
での鑑識の結果、ドラム缶から流出した液
体は、イペリット（マスタードガス）であ
ることが判明した。

　　 　光華街付近は、３００㎡にわたって流出
した液体で汚染され、１８日から、防化
部隊が現場付近の視察と消毒作業を行っ
た。１９日の作業中に、直径７５ｃｍ、高
さ１１０ｃｍ、重さ約１５０キロのドラム
缶がもう1つ発見された。4つのドラム缶の
内容物を調査したところ、重さ１００キロ
の３つの缶はイペリット、もう1つの重さ
１５０キロの缶は青緑色をした液体で、ア
セトン、ベンゼンと少量のヒ素が検出され
た。２０日、防化部隊は、４つの毒ガス缶
を郊外に運んで処分した。

　　 　その後、８月１日には、最初の発見現場
から東に１９ｍの作業現場でもイペリット
が発見され、消毒処理が行われた。

イ　被害者原告Ｄについて
　ア ）原告Ｄ（事故当時２２才）は、１６日の

作業中、黒い液体が顔にかかったので、す
ぐに顔を洗ったが、その後、目が痛くなっ
てきた。午後７時ころ宿舎に帰って寝てい
たが、午後１１時か１２時ころ、目の痛み
で目が覚めた。股の部分にも水泡ができ
て、火傷のような痛みが生じ、めまい、吐
き気、頭痛などの症状もあった。

　　 　翌１７日は宿舎で休んでいたが、一緒
に液体を浴びた原告Ｅが入院したと聞き、
１８日、牡丹江市の人民解放軍２０９病院
に入院した。診断は、マスタードガスによ
る両眼薫傷、結膜炎であった。生理食塩水
での洗浄、薬剤の点眼などの治療を受け
て、７月２８日に退院したが、退院した後
も目の痛みは残っていた。

　　 　その後、動悸、息切れやひどい下痢など
の症状が出ていた。陰部にも、かさぶたの
ようなものができた。歯が何本か抜けた。
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現在も、めまい、動悸、息切れ、下痢がひ
どい、頭痛、胃痛などの症状がある。映画
などを見るとすぐに頭が痛くなる。胃の中
はいつもだるくて痛く、張っていて、もう
何年も正常に飲食ができない。

　イ ）原告Ｄは、事故があった１８９２年の冬、
動悸、息切れがひどく、重労働ができない
という理由で、牡丹江市市政工程処から解
雇された。その後も十分に働くことができ
ず、現在も、ペンキ塗りなどの簡単な仕事
で生計を立てている。月収は、４００元な
いし５００元程度である。

　　 　同原告は、１９８５年に結婚して長女が
生まれたが、１９８７年に離婚した。満足
に働けなくて貧しいことなどが原因であっ
た。臨時雇いであったため、労災認定が
受けられず、自費で治療しなければなら
ない。生活は困窮し、薬代などのために
７０００元の借金をしている。

ウ　被害者原告Ｅについて
　ア ）原告Ｅ（事故当時２０才）は、１６日の

作業中、黒い液体が目に入り、痛みで目が
開けられなくなった。石鹸と水で液体を洗
い流したが、目の痛みは消えず、熱や咳も
出てきたので、午後９時ころ、自宅に帰っ
た。寝ているうちに痛みがひどくなり、視
界が真っ白になって何も見えなくなったの
で、午後１２時ころ、牡丹江市第一人民病
院で診察を受けた。咳がひどくなり、血膿
を口から吐いたが、原因不明とのことで、
いったん帰宅した。

　　 　その後、痛みが激しくなり、翌１７日朝
には顔に粒状のものや水泡のようなものが
出てきた。意識朦朧となり、牡丹江市第一
人民病院へ入院して、外用食塩水による局
部洗浄などの治療を受けた。

　　 　１８日、牡丹江市の人民解放軍２０９病
院に転院し、８月１６日まで入院した。診
断は、マスタードガスによる灼傷（頭部前
面、首前面）、両眼薫傷、結膜炎であった。
消炎処置や外用薬による治療を受けたが、
その間、目がまったく見えない状態が１０

日間続き、顔は腫れ上がったままで、頭痛
も続いた。

　　 　退院後も、頭痛が激しくなり、足に湿疹
もできて次第に大きくなり、膿のようなも
のが出てきたので、１０月７日、北京市の
人民解放軍３０７病院に入院した。マス
タードガスによる皮膚感染後遺症、慢性結
膜炎、屈光不正と診断され、１１月２日、
皮膚感染後遺症、慢性結膜炎については好
転、屈光不正については未治癒という状態
で退院した。退院時もまだ、目は二重に見
える、頭痛が続く、などの症状が続いてい
た。

　　 　その後も、二十数回の入院と通院を繰り
返した。１９８３年ころからは血圧も高く
なったほか、自覚症状として、足、背中、
胸などの痛みがある。２０００年ころ、牡
丹江市第二人民病院の医師から、これらの
症状は毒ガスにより神経系統が損傷を受け
たことが原因であるという説明があった。
現在も、目の痛み、耳、足の痛みなど全身
の痛みが繰り返し起こる、周期性発作を起
こして日常的に嘔吐を繰り返す、耳から水
が出る、免疫力が低下し体に出来物ができ
て膿みやすい、視力低下が著しく強い光に
我慢できない、などの症状がある。

　イ ）原告Ｅは、１９８１年から牡丹江市市政
工程処で勤務していたが、これらの症状の
ため、仕事に就くことができなくなり、困
窮している。事故の翌年の１９８３年に
いったん仕事に戻ったが、体調が悪くて１
か月しか働けず、１９８９年に再び復職し
たが、１週間しか続けることはできなかっ
た。

　　 　現在は、休業補償として毎月３３０元の
支給を受けているが、足りないので、親族
から１か月に数百元から１０００元程度、
入院する場合は２０００元から３０００元
の援助を受けている。同期入社の労働者は
毎月１６００元程度、管理職であれば毎月
２０００元程度の給与が支給されている。

　　 　医療費自体は、１９９５年１２月以降は
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全額が補償されているが（それ以前は８割
補償）、付添人の費用や食費は自費である。

　　 　同原告は、１９８８年に結婚して長女が
生まれたが、１９９３年に離婚した。働く
ことができず、生活が困窮していることが
最大の原因であった。

エ　被害者原告Ｆについて
　ア ）原告Ｆ（事故当時３５才）は、１７日の

昼食後、作業中に転んで泥が付いた両足が
赤くなって腫れ上がり、腰、臀部、陰部に
水泡ができて、かゆみや痛みがあった。夜
には痛みが我慢できなくなり、１８日、牡
丹江市の人民解放軍２０９病院に入院し
た。

　　 　入院時には、両側臀部、会陰部、左右大
腿に紅斑が出て、黄色い液体を含む比較的
大きな水泡が散在し、部分的にただれが
あって血液のような液体がにじみ、両眼の
結膜は充血していた。同病院では、マス
タードガスによる灼傷（両臀部、後躯、会
陰部）、両眼薫傷、結膜炎と診断された。
入院後、水泡の面積が広がり、水泡ができ
たところは潰瘍になって、臀部などには強
い痛みがあった。９月３日に退院したが、
マスタードガスによる火傷は四肢、躯幹の
４５%に及んでいた。

　　 　その後も現在に至るまで、目の痛みは続
き、風や日差しに当たると腫れ上がって出
血する。歯茎の痛みも続き、既に４分の１
ほどの歯が抜けた。胃の張り、下痢、腹痛
などの症状も続いている。腰、臀部、陰部
には水泡が潰瘍になって３cm程度のケロ
イドが残っており、臀部の傷は、特に曇り
の日や雨の日になると、痛みやかゆみが激
しくなる。

　イ ）原告Ｆは、１９８２年の事故後はこのよ
うな症状のため普通に働くことができず、
困窮している。現在は、故郷に帰り、兄の
援助を受けながら、包丁研ぎをして、１日
数元の収入を得ている。

　　 　同原告は、１９８６年に結婚したが、妻
が８年間妊娠しなかったので検査を受けた

ところ、自分が生殖能力を失っているこ
とが判明した。妻は、妊娠をしないまま、
１９９６年に死亡した。

オ　被害者原告Ｇについて
　ア ）原告Ｇ（事故当時２２才）は、１７日昼

ころから頭痛とめまいが発症し、息苦し
く、血混じりの咳も出た。水に漬かった足
には出来物ができ、痛みも伴った。吐き気
がして食欲もなく、目も乾いて、光を見る
とまぶしく感じた。午後７時ころには、足
の出来物が赤く小豆大に膨らみ、午後８時
ころになると、出来物から黄色い膿のよう
な液体が出てきたので、牡丹江市第一人民
病院へ入院した。

　　 　１８日から、牡丹江市の人民解放軍
２０９病院に転院した。入院時には、両脛
に紅斑と大小さまざまな水泡が散在し、部
分的にただれて、血清のような滲出液が見
られた。マスタードガスによる両頸灼傷と
診断され、消炎、外用薬、清涼油などによ
る治療を受けて、８月１６日に退院した。

　　 　事故後、胃の痛みが治まらず、消化不良
の状態が続いていたので、１９８５年には
胃の大部分を切除する手術を受けた。びら
ん性胃炎であった。その後、胃切除手術の
影響で、１９９７年と２００１年には腸閉
塞になった。歯も３本が抜けた。

　　 　現在も、胃痛、吐き気、嘔吐が常にあ
り、正常に飲食ができず、何度も下痢をし
ている。咳も常に出る。両頸はかさぶた状
になっていて、乾燥するとひび割れ、雨が
降るとかゆくなる。かさぶたは破れやす
く、破れたところから体液が出てくる。脛
の部分に傷ができると、その傷跡は黒く
なって固まり、そこに痛みを感じる。両眼
は、砂のような異物が入っている感じがあ
り、いつも涙が出ている状態である。眼
球全体が痛むこともある。目は風や光に弱
く、強い光線が目に入ると見えなくなるの
で、映画もテレビも見ることができない。

　イ ）原告Ｇは、１９７９年から牡丹江市市
政工程処でポンプ工として勤務していた。
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１９８２年の事故後は、退院後２か月の
休養をして復職したが、体力がないため、
１９８７年からは道路舗装用のローラー車
の運転手として働いている。

　　 　常に体調が不良で休みがちのため、昇給
の機会を何度も逃した。健康であれば、最
低でも毎月１５００元の給与が支給される
のに、毎月４００元程度しか支給されてい
ない。毎月１００元の奨励金も支給されて
いない。

　　 　同原告は、１９８４年にマスタードガス
の被害者であることを隠して結婚し、長男
が生まれたが、１９９５年になって妻に知
られ、だまされたと言われるようになっ
た。１９９５年１２月からは医療費が全額
補償されるようになったが、生活費や薬代
の不足を埋めるため、親族から６万元の借
金をしている。

３）周家鎮・東前村事件（砲弾）－③の事故
ア　事故の発生
　ア ）１９９５年８月２８日、黒竜江省双城市

周家鎮の東前村と東新村では、村民らが共
同して、村の道に砂利を入れて車道を作る
道路工事に従事していた。東前村の乙、原
告Ｊと、東新村の丙の３名がグループに
なって、東前村三家屯から北に向かう道路
を修理していた時に、道路脇の畑から直径
１５ｃｍ、重さ１５キロの砲弾を発見し
た。

　イ ）翌２９日午前９時ころ、道路近くの池の
ほとりで、乙と丙が砲弾の信管を取り外す
作業をしていたところ、突然、砲弾が爆発
した。

　　 　この爆発により、乙は即死した。丙は、
両腕切断、全身火傷という瀕死の重傷を負
い、その後９月１６日に死亡した。原告Ｊ
は、爆発現場から少し離れた所にいて、重
傷を負った。

イ　被害者乙について（原告Ｈ、同Ｉの関係）
　ア ）被害者乙（事故当時３３才）は、この事

故により即死した。

　　 　原告Ｈは乙の妻、原告Ｉ（１９８７年
１０月１６日生）は両名の子である。

　イ ）乙ら親子は、乙の父親、乙の弟の原告J
と同居し、５人で生活していた。家業は農
業であった。

　　 　事故当時、一家は３０ムウ12）ほどの畑
を乙、原告J、原告Ｈで耕作していた。ト
ウモロコシ、大豆、スイカなどの作物を育
て、耕作による収入は平均して年７０００
元から８０００元であった。乙と原告Ｊ
は、１日おきに火力発電所でも働き、乙が
毎月４００元、原告Ｊが毎月５００元ほど
の給与を得ていた。

　　 　事故後は、乙の分として貸与されてい
た畑１５ムウを村に返還し、残りの１５
ムウを耕作するだけになって、収入は年
４０００元から５０００元に減少し、家族
４人の生活は困窮している。

　　 　原告Ｈは、乙の突然の死により、１人で
農業をしながら、幼い子だけでなく、老人
と後遺障害を持つ義弟の生活まで面倒を見
なければならなくなった。原告Ｉは、事故
当時は小学校２年生であったが、年１５０
元の学費が支払えなくなり、現在は原告Ｈ
の畑仕事を手伝っている。

ウ　被害者原告Ｊについて
　ア ）原告Ｊ（事故当時２６才）は、爆発現場

で気絶しているところを村民に助けられ、
ハルピン市の人民解放軍２４２病院へ運ば
れて入院した。左足の動脈と前脛骨筋の断
裂、右前腕の短母指伸筋の断裂、橈骨の開
放性骨折、顔面火傷があり、目には砂など
の異物が混入していた。

　　 　当日に手術をし、約２０日間入院して治
療を受けたが、治療費が支払えなくなっ
て、完治しないうちに退院した。足の腱は
手術費用が出せないために断裂しままで、
歩くことや踏ん張ることも十分にはできな
い。

　イ ）原告Ｊは、事故後は体調がすぐれず、十
分に働ける状態にはない。軽い農作業を手
伝うことはできるが、体力が必要な仕事は
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できなくなり、火力発電所の仕事も辞めさ
せられた。

　　 　病院の治療費は１万３０００元ほどかか
り、１万元は村民から借りて支払ったが、
３０００元は未払いのままである。村民か
らの借金も、大半が返済できないまま残っ
ている。

エ　 被害者丙について（原告Ｋ、同Ｌ、同Ｍの
関係）

　ア ）被害者丙（事故当時４０才）は、爆発現
場で村民に助けられ、ハルピン市の人民解
放軍２４２病院へ運ばれて入院した。昏睡
状態で、右手は既に手首から先が飛ばされ
てなくなり、左手も皮１枚でつながってい
る状態であった。左下肢も開放粉砕性骨折
で、火傷は全身の３５%に及んだ。

　　 　翌２９日、外科手術を受けて、残った左
手を切断した。火傷には、びらんした表皮
を取り除き、ガーゼと薬を患部に張り付け
る治療が繰り返し行われたが、入院費用が
支払えなくなって、９月１５日に治療半ば
で退院し、翌１６日に死亡した。

　　 　原告Ｋは丙の妻であり、原告Ｌは両名の
長女、原告Ｍは両名の長男である。

　イ ）１９９５年の事故当時、丙一家は１６
ムウの土地で農業を営み、トウモロコ
シ、大豆、スイカなどの作物を育てて、年
１万５０００元ほどの収入があった。丙が
１日おきに火力発電所で働き、毎月６００
元ほどの給与も得ていた。

　　 　丙の死亡後は、土地は７ムウを返還して
９ムウに減り、火力発電所からの収入もな
くなって、生活は厳しくなった。それまで
住んでいた家は借金のため売却し、家族３
人は原告Ｋの姉の家で生活することになっ
た。

　　 　原告Ｋは、農作業で無理をして体を壊し
た。事故当時、原告Ｌは高校２年生、原告
Ｍは中学１年生であったが、学費が支払え
なくなり、２人とも中退して、家計を支え
るために働くようになった。

　　 　丙の治療費は７万元かかった。村民から

の寄付や親族からの借金で６万元は支払っ
たが、１万元は未払いのままである。借金
も、まだ、５万元ほどが返済できないで
残っている。

（３）毒ガス兵器や砲弾をめぐる事実経過

１） 日本軍による毒ガスの生産・配備・使用・
遺棄

ア　日中戦争の展開
　 　１９３１年に満州事変が始まり、１９３２
年の満州国建国を経て、１９３７年７月、北
京市南郊の盧溝橋で日中両軍が武力衝突した
ことを契機に、日中間は全面戦争へと発展し
ていった。
　 　１９４１年１２月、日本がアメリカとイギ
リスに宣戦布告して太平洋戦争へと拡大し、
１９４５年８月に原爆投下、ソ連の対日参戦
を経て、１４日に日本はポツダム宣言を受諾
し、１５日に太平洋戦争は終結した。９月２
日、日本は無条件降伏文書に調印した。
イ　日本軍による毒ガスの生産
　ア ）１９０７年のハーグ陸戦条約（日本は

１９１１年に批准。注３参照。）は、附属
規則「陸戦ノ法規慣例ニ関スル規則」にお
いて、戦争において毒又は毒を施した兵器
を使用することを禁止した。第１次大戦後
の１９２５年に署名されたジュネーブ議定
書13）においても、戦争における毒ガス兵
器の使用禁止が宣言され、日本も署名国の
一員になっていた。

　イ ）しかし、日本陸軍は、秘密裏に毒ガスの
開発を進め、１９２９年から広島県大久野
島の忠海兵器製造所で毒ガスを生産するよ
うになり、１９３８年から福岡県の曽根兵
器製造所で毒ガスを砲弾や投下弾に充填し
て、ガス弾を製造した。毒ガスの生産で
は、生産に携わった工員に対する秘密厳守
の教育が徹底され、大久野島も戦時中の地
図からは抹消された。海軍は、１９４３年
以降、神奈川県の相模海軍工廠で毒ガスを
生産した。
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　　 　現存する資料に基づき、終戦までの間の
日本陸軍と海軍の毒ガス生産量を合計で
７３７６トン、海外への配備量を化学兵器
が２４８万８３０９発、化学剤が１２９ト
ン、そのうちの大部分が中国大陸への配備
に充てられたとする研究が報告されてい
る。

　ウ ）日本軍では、生産した毒ガスを化学剤の
性質によって区分し、色の名前を付けて呼
称した。びらん性ガスであるイペリットや
ルイサイトは「きい剤」と呼ばれた。その
ほか、クシャミ性・嘔吐性ガスは「あか
剤」、催涙性ガスは「みどり剤」、窒息性ガ
スは「あを剤」、血液中毒性ガスは「ちゃ剤」
と呼ばれた。

　　 　これらの毒ガスの用法は、①毒ガスを充
填した砲弾による射撃、②毒ガスを充填し
た手榴弾の投擲、③毒ガス放射筒を発煙さ
せて風に乗せる放射、④毒ガスを撒布して
汚染地帯を形成する撒毒、⑤航空機からの
毒ガス爆弾の投下や毒ガス撒布、などで
あった。

　　 　びらん性ガスである「きい剤」は、イペ
リットとルイサイトの混合剤を直径７５ミ
リ、９０ミリ、１０５ミリ、１５０ミリの
砲弾に充填し、「きい弾」等の化学兵器とし
て使用された。また、撒毒などに使用する
ため、ドラム缶状の「特殊容器」にも充填
された。

ウ　中国への毒ガス兵器の配備
　 　日本軍は、満洲国の建国後、１９３７年こ
ろから「きい弾」などの毒ガス兵器を中国大
陸に持ち込み、主に満洲国（中国東北部）に
駐留していた関東軍に配備した。１９３９年
には関東軍に毒ガスを扱う化学部が編成さ
れ、１９４１年にはその訓練部隊が編成され
て、終戦時まで、黒竜江省チチハル市に駐屯
させた。
　 　現存する資料によれば、中国東北部への
「きい剤」の配備は合計７３.５トンと集計さ
れる、とする研究報告がある。
エ　中国における毒ガスの使用

　ア ）１９３７年７月の盧溝橋事件以降、日中
戦争の展開に伴って、日本軍は、参謀総
長の指示により、中国戦線において「み
どり筒」（催涙性ガス）、「あか筒」「あか弾」
（クシャミ性・嘔吐性ガス）を使用し始め、
１９３９年５月からは「きい剤」を利用し
た毒ガス兵器の使用を始めた。

　　 　毒ガス兵器の使用に際しては、参謀総長
から現地司令官に対し、秘密裏に行うこと
が指示されていた。特に「きい剤」につい
ては、事実を厳しく秘匿することを前提に
して、実験的な実戦使用が指示された。

　イ ）１９４１年１２月に太平洋戦争が開始さ
れ、１９４３年６月、アメリカ大統領ルー
ズベルトが日本に対し、毒ガス使用の違法
性を指摘して警告する声明を出したが、そ
の後も１９４４年まで、日本軍は中国戦線
において「きい剤」などの毒ガス兵器の使
用を継続した。

オ　中国における毒ガス兵器の遺棄
　ア ）１９４５年８月１４日、日本は、ポツダ

ム宣言を受諾した。ポツダム宣言では、日
本軍は武装を解除した後に復帰すべきもの
とされていたので、これを受けて、各地に
駐屯ないし派遣されている日本軍に対して
は、直ちに戦闘を停止し、武装を解除し、
武器や装備は現状のまま引き渡すべきこと
が命じられた。

　イ ）しかし、終戦前から終戦後にかけて、中
国においては、日本軍の部隊に配備されて
いた毒ガス兵器につき、上官の命令によ
り、部隊でこれらを川に投棄したり、地中
に埋めたりして、隠匿することがあった。

　　 　チチハル市に駐屯していた関東軍化学部
の隊員らは、８月１３日、上官の命令を受
けて、付近に流れる河川・嫩江に毒ガス兵
器を投棄した。チチハル市フラルキ区に駐
屯していた訓練部隊の隊員は、戦争終結
後、上官の命令を受けて、付近の地中に毒
ガス兵器を埋めた。

　　 　湖南省湘潭県に駐屯していた支那派遣軍
第６方面軍第１１軍の自動車第３４連隊の
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隊員らも、８月２０日、地区司令部から、
部隊の保有している毒ガス兵器を隠密裏に
処理せよとの命令を受けて、付近を流れる
河川・湘江に毒ガス兵器を投棄した。

　ウ ）陸軍の機密書類については、８月１４
日、陸軍大臣の命令により、全陸軍部隊に
対し、各部隊の保有する機密書類は速や
かに焼却すべきことが指令された。これ
に基づき、陸軍習志野学校などにおいて、
化学兵器に関する書類の償却が行われた。
陸軍省と各部隊間の書簡などの公文書も、
１９４２年ころから終戦までのものは、指
示に従って、各部隊により焼却が行われ
た。

カ　事故現場付近の日本軍の配備
　ア ）黒竜江省佳木斯市－①の事故現場付近
　　 　１９３２年５月１７日、日本軍の軍艦が

松花江の佳木斯港に入港し、８月２１日、
日本軍の第６３連隊が佳木斯を占領した。
終戦時にも、佳木斯には関東軍が駐屯して
いた。

　イ）黒竜江省牡丹江市－②の事故現場付近
　　 　１９４１年７月、関東軍の防疫給水部が

４つの支隊を設け、そのうちの１つが牡丹
江市に置かれた。１９４４年には、辺境の
防衛強化のため、関東軍が第１方面軍の大
兵力を牡丹江市に駐軍させた。終戦時に
も、牡丹江市には関東軍が駐屯していた。

　ウ ）黒竜江省双城市周家鎮東前村－③の事故
現場付近

　　 　１９４０年ころ、東前村に日本軍の弾薬
と軍用物資の倉庫が造られた。倉庫は、周
家鎮鉄道駅の北方向に位置し、面積は３平
方キロで、約６０棟があった。各棟は土の
壁で包囲され、内部には専用線路が引き込
まれていた。１９４５年の日本軍投降の
際、大量の砲弾（化学砲弾、通常砲弾）が
倉庫内に遺棄された。倉庫は、日本軍降伏
後に爆破されたが、依然として爆破されな
かった砲弾が倉庫付近に散在する状態に
なった。

　　 　１９５１年秋から１９５４年１０月にか

けて、双城市が民工を動員して砲弾の除去
作業を行ったが、現在に至るまで、建築工
事や農作業の時に砲弾が発見される。本件
の事故以前にも、１９４７年から１９８１
年までの間に、７件の爆発事故と１件の中
毒事故が起こり、８人が死亡、２人が負傷
している。本件の砲弾発見現場は、この倉
庫があった地域に隣接している。

２）イペリット、ルイサイトに関する知見
ア　イペリットについて
　ア ）イペリット（マスタードガス。注８及び

９参照。）は、第１次世界大戦以来の古典
的なびらん性毒ガスである。汚染物による
危険は長時間続く。症状もすぐには現れ
ず、作用は潜行的に浸透して、持続する。

　イ ）イペリットによる症状（注１１参照。）は、
ガスの濃度と時間の積で決まり、目、皮
膚、呼吸器に現れやすい。

　　 　目は最も影響を受けやすい。毒剤の濃度
により一時的に視力が失われ、治癒には数
週間を要する。軽度の損傷の場合は、治癒
した後に羞明、流涙、結膜充血の繰り返
し、疼痛が生じ、化学品に対するアレル
ギーが起きる。角膜穿孔が起きれば失明に
至る。

　　 　イペリットが皮膚に付着すると、８０％
は気化し、２０％が皮膚に浸透する。うち
１０％ほどが皮膚組織と結合し、残りは全
身に吸収される。皮膚と結合したものが、
潜伏期、紅斑形成、水泡形成、壊死の順で
皮膚傷害を発生させる。重い水泡と潰瘍
は、適切な治療を受けられないと、皮膚の
癒着や四肢の障害を起こることもある。液
体イペリットに直接暴露していなくても、
少量のガスに蒸気暴露すれば、深刻な損傷
を被る。

　　 　イペリットを吸入すると、鼻炎、咽頭
炎、気管支炎、気管支肺炎などの症状が起
きる。重度の損傷の場合は、慢性気管支
炎、気管支拡張症、肺気腫などの症状が残
る。
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　　 　液体イペリットに皮膚暴露した場合や、
高濃度のイペリット蒸気を吸入した場合、
全身吸収中毒を引き起こす。主な症状は、
早期中毒性ショック、造血機能の抑制、免
疫機能の低下と障害、腸粘膜の出血性・壊
死性の炎症、全身の代謝障害である。造血
機能が抑制されると、感染、出血、貧血が
起こり、腸粘膜の出血性・壊死性の炎症は
血性下痢症を引き起こす。

　ウ ）イペリットの吸入は、防毒マスクで防げ
るが、暴露による皮膚傷害は防げない。衣
類や靴は皮膚を当初は保護するが、普通の
衣類では数分で浸透・通過する。治療法と
しては、対症療法だけで、特異的な治療法
はない。

イ　ルイサイトについて
　ア ）ルイサイトも、第１次世界大戦以来の古

典的なびらん性毒ガスである。作用の発現
は、イペリットに比べて４倍早い。

　イ ）ルイサイトは、皮膚に付くと、直後から
灼熱痛とかゆみ、刺激があり、３０分ほど
で紅斑が現れる。水泡形成、びらんへと皮
膚傷害が進行する。

　　 　目の場合には、直後から痛みと眼瞼けい
れん、流涙が激しい。イペリットに比べ、
皮膚から吸収されやすく、全身中毒を起こ
しやすい。重症の中毒の場合は、急性循環
衰弱症と急性肺水腫に至る。そのほか、下
痢、不安、脱力、体温低下、血圧低下など
が見られる。

　ウ ）イペリットとルイサイトの混合剤による
中毒の場合は、病状の進行が速く、組織に
重篤な損傷をもたらすルイサイト中毒の特
徴と、病状が長引き癒合が遅いイペリット
中毒の特徴とが現れる。

　　 　この混合剤は、浸透性が高く、イペリッ
ト単体に比べて、より容易にゴム製品へ浸
透する。凝固点が低くなるので、厳寒地域
での使用にも適している。

３）遺棄兵器に関する戦後の状況
　 　判決は、この項で、遺棄兵器に関する戦後

の状況について、以下の項目により詳細な事
実認定をしているが、長文にわたるうえ、直
接に判決主文の判断に結びつく事実は少ない
ので、ここでの紹介は省略する。
ア 　中国における遺棄兵器による事故発生の事
例。
イ 　日本国内における遺棄されたイペリット等
の毒ガス兵器や保管容器等による事故の事
例。
ウ 　１９９２年にジュネーブで開催された軍縮
会議で中国が行った遺棄化学兵器についての
報告の概要。
エ 　日本政府が、中国政府の要請を受けて、
１９９１年から１９９９年まで１４回にわた
り実施した、中国国内における遺棄兵器に関
する現地調査の概要。
オ 　その後の遺棄化学兵器の廃棄に向けた日中
間の動き。

（４） 国家賠償法１条に基づく請求についての
判断

１）旧日本軍の遺棄兵器による被害
ア　松花江・紅旗０９号事件－①の事故
　ア ）佳木斯市内を流れる松花江から浚渫船紅

旗０９号が発見した二つ目の砲弾の内容物
は、黒褐色の液体であり、イペリットとル
イサイトの混合剤であった。

　　 　原告Ｃらが被害に遭った最初の砲弾は、
二つ目の砲弾と形状が同じであり、原告Ｃ
らの症状（流涙、結膜炎、呼吸困難、咽頭
炎、局部の紅斑、水泡形成、びらんなど）
も、イペリットとルイサイトによる中毒症
状と一致していて、各病院においてイペ
リットによる火傷、イペリット中毒症とい
う診断を受けている。

　イ ）旧日本軍は、イペリットとルイサイトの
混合剤を充填した砲弾（きい弾）などの毒
ガス兵器を製造し、使用していた。そし
て、終戦前から終戦後にかけて、上官の命
令により、各部隊に配備されていた毒ガス
兵器を川に投棄したり、地中に埋めて隠匿
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したことがあった。
　　 　当時、ハーグ陸戦条約やジュネーブ議定

書により、戦争における毒ガス兵器の使用
は国際法的に禁止されていた。陸軍の機密
書類については、ポツダム宣言受諾の日
に、陸軍大臣の命令により全陸軍部隊に対
して速やかに焼却すべきことが指令され、
化学兵器に関する書類の焼却も行われた。
このことから考えると、毒ガス兵器の遺
棄・隠匿行為は、中国国内に毒ガス兵器を
配備して使用していたことについて国際的
な非難を避けるため、日本軍の組織的な行
為として実行されたものと認めることがで
きる。したがって、中国国内で終戦時に日
本軍が駐留していた各地で、このような毒
ガス兵器の遺棄・隠匿行為が行われたもの
と容易に推測することができる。

　ウ ）佳木斯市内においては、１９３２年に日
本軍の第６３連隊が佳木斯市を占領し、終
戦時にも関東軍が駐屯していた。そして、
証拠上、日本軍以外が中国国内に毒ガス兵
器を配備したという事実は認められず、発
見された砲弾の形状も日本軍が製造してい
た「きい弾」と矛盾しない。

　　 　したがって、原告Ｃらが被害に遭った砲
弾は、終戦前後に日本軍によって遺棄され
たものと認めることができる。

イ　牡丹江市・光華街事件－②の事故
　ア ）牡丹江市光華街で発見されたドラム缶の
内容物は、黒色の液体であり、イペリット
であった。原告Ｅらの症状（目の痛み、結
膜炎、羞明、局部の紅斑、水泡形成、びら
んなど）もイペリットによる症状と一致し
ていて、各病院においてイペリットによる
灼傷あるいは薫傷という診断を受けている。

　イ ）牡丹江市には、１９４１年に関東軍防疫給
水部の支隊が置かれ、終戦時にも関東軍が
駐屯していた。そして、証拠上、発見され
たドラム缶の形状も、中国各地で発見され
ている化学剤入りの特殊容器と矛盾しない。

　　 　したがって、原告Ｅらが被害に遭ったド
ラム缶は、終戦前後に日本軍によって遺棄

されたものと認めることができる。
ウ　周家鎮・東前村事件－③の事故
　ア ）被害者乙らが砲弾を発見した双城市周家

鎮東前村の現場は、１９４０年ころに造ら
れた日本軍の弾薬と軍用物資の倉庫があっ
た地域に隣接していた。１９４５年の日本
軍投降の際、大量の砲弾が倉庫内に遺棄さ
れ、倉庫は爆破処理されたが、爆破されず
に残った砲弾が倉庫付近に散在する状態と
なった。

　イ ）１９５１年から双城市によって砲弾の除
去作業が行われたが、その後も倉庫があっ
た地域の付近では、砲弾が発見されたり、
砲弾による事故が発生している。そして、
発見された砲弾の形状が、日本軍が使用し
ていたものと矛盾するという証拠もない。

　　 　したがって、被害者乙らが被害に遭った
砲弾は、終戦前後に日本軍によって遺棄さ
れたものと認めることができる。

２）遺棄兵器放置行為の評価
ア　公権力の行使
　 　日本軍による毒ガス兵器や砲弾の遺棄行為
は、日本軍が戦争行為に付随して組織的に
行った行為であり、国の公権力の行使に当た
る。
　 　その後の放置行為は、遺棄された毒ガス兵
器や砲弾の処理について、被告が国として行
うべきことをしなかったという不作為を問題
にするものであるから、この不作為も、国の
公権力の行使に当たるということができる。
イ　放置行為の独自性
　 　被告は、遺棄はその概念からして放置を含
むものであり、放置は遺棄と別なものではな
いと主張する。
　 　しかし、毒ガス兵器や砲弾の遺棄は、単に
物を置き去りにするという行為にとどまるも
のではなく、その物によって生命や身体に対
する危険な状態を積極的に作り出すという行
為である。危険な状態を作り出した者には、
その危険な状態を解消して結果の発生を回避
する措置をとることが要請されるのであり、
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そのような措置をとらないで放置する行為に
対しては、遺棄行為とは別に、独自に法的な
評価がされなければならない。
　 　したがって、本件で問題とされる遺棄兵器
の放置行為については、国家賠償法施行後の
行為として、国家賠償法１条の適用を考える
ことができる。

３）被告の作為義務の存在
ア　作為義務が認められる要件
　ア ）国家賠償法１条は、違法な公権力の行使

による損害の賠償責任を認めている。公権
力の行使は、公務員がその職務を行うにつ
いて遵守すべき法規範に違反したときに違
法とされるから、不作為が違法な公権力の
行使に当たるというためには、公務員に職
務上の法的義務として一定の作為義務が認
められることが必要である。

　　 　公務員の職務上の義務や権限は、法律や
その委任を受けた省令などの法令によって
定められているから、この法的義務として
の作為義務も、法令によって定められてい
るのが原則である。

　イ ）しかし、法令上に具体的な根拠規定がな
い場合であっても、条理により法的義務と
しての作為義務を認めなければならないこ
とがある。

　　 　本件の毒ガス兵器や砲弾の遺棄は、国の
公権力の行使として実行されたものであ
り、これによって人の生命や身体に対する
危険な状態を作り出したものである。この
ような先行行為があるにもかかわらず、公
務員の職務上の義務を定めた根拠規定がな
いという理由で、国にはその危険な状態を
解消するための作為義務はないと考えるこ
とは、正義、公平にかなうものではない。

　　 　このような場合には、国に対し、一定の
要件の下に、危険な状態を解消するための
作為義務を認めなければならない。

　ウ ）条理により法的義務としての作為義務を
認めるということは、その作為義務が履行
されない場合に、その不作為を違法と評価

するのが物事の道理であると考えることで
ある。

　　 　国の公権力の行使によって危険な状態が
作り出されたという先行行為がある場合
に、国に法的義務としての作為義務を認め
るためには、具体的な事案において、①人
の生命や身体などに対する差し迫った重大
な危険があり（危険の存在）、②国として
その結果の発生を具体的に予見することが
でき（予見可能性）、かつ、③作為に出る
ことにより結果の発生を防止することが可
能であること（結果回避可能性）、が要件
になるものと考えられる。このような場合
には、その不作為は違法なものと評価され
なければならないのである。

　エ ）この場合、被告としては、その作為義務
につき具体的な担当機関が定められていな
いことを理由に、義務を免れることはでき
ない。

　　 　この作為義務は、条理を根拠とする義務
であるから、そもそも法令上の担当機関の
定めは想定できない。国としての作為義務
が認められる以上は、国のいずれかの機関
がその義務を履行すべきことは当然であっ
て、個々の担当機関の特定は要件にはなら
ない。

イ　危険の存在について
　 　本件において遺棄された毒ガス兵器や砲弾
は、それ自体、高度の殺傷能力があり、危険
性の高いものである。中国における事故の発
生や、日本国内における事故の発生状況を見
ても、経年的な変化によりその殺傷能力が衰
えるということはなく、毒ガス兵器の場合に
は、むしろ、腐食などにより内部のイペリット
などが流出しやすくなっていたとさえ言える。
　 　そのような毒ガス兵器や砲弾が、佳木斯市
内を流れる川に投棄され、牡丹江市の市街地
の地中に埋められ、双城市周家鎮東前村の畑
の中に残存していたというのであるから、そ
こで生活する住民らの生命や身体に対する差
し迫った重大な危険があったということがで
きる。
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ウ　予見可能性について
　ア ）本件の最初の毒ガス事故は、１９７４年

に発生している。戦争終結から既に２９年
が経過していた。

　　 　被告としては、それまでの間に、中国か
ら引き揚げてきた旧日本軍の関係者から事
情を聴取し、残された軍関係の資料を調査
するなどの方法により、日本軍による中国
国内への毒ガス兵器の配備状況や、終戦前
後における毒ガス兵器の遺棄状況につい
て、相当程度、把握することができたと考
えられる。実際にも、１９５６年には、厚
生省引揚援護局史料室が旧日本軍の化学兵
器に関する資料「化学戦研究史」を入手し
ていたのである。

　　 　イペリットなどの毒ガスが殺傷能力の高
い危険なものであることは、兵器として利
用されていたことからも自明であったし、
具体的にどのような兵器にどの程度の殺傷
能力があったかは、被告において調査すれ
ば容易に把握できることである。本件の事
故発生当時には、日本国内でも、遺棄され
た毒ガス兵器による事故がしばしば発生
し、国会等でもこの問題が取り上げられて
いた。

　　 　したがって、被告にとっては、佳木斯市
や牡丹江市のように日本軍の部隊が終戦時
に駐屯していた地域では、その付近に毒ガ
ス兵器が遺棄されていて、その毒ガスの流
出により住民らの生命や身体に危険を及ぼ
す結果が発生することを予見することは、
可能であったということができる。

　イ ）１９９５年の砲弾による事故についても、
中国から引き揚げてきた旧日本軍の関係者
から事情を聴取し、残された軍関係の資料
を調査するなどの方法により、被告として
は、日本軍の弾薬倉庫の使用状況や、終戦
前後における砲弾の遺棄状況について、相
当程度、把握することができたと考えられ
る。砲弾が殺傷能力の高い危険なものであ
ることは、自明である。

　　 　したがって、被告としては、双城市周家

鎮東前村のように、日本軍が終戦時に弾薬
倉庫を使用していた地域では、その付近に
砲弾が残存していて、その砲弾の爆発によ
り住民らの生命や身体に危険を及ぼす結果
が発生することを予見することは、可能で
あったということができる。

　ウ ）被告は、予見可能性が認められるために
は、その事故発生の具体的に予見可能性が
存在することを要すると主張する。

　　 　しかし、結果発生についての予見可能性
は、作為義務の発生の要件として考えるの
であるから、現実に発生した事故につき、
その時期、場所、被害の態様などまで、具
体的に予見できることを必要とするもので
はない。先行行為によって作り出された危
険性につき、その危険が現実化して結果が
発生するのを防止するために、一定の作為
義務を負わせることができる程度に具体的
な予見ができれば足りるのである。

　　 　本件では、終戦時に日本軍の部隊が駐屯
していた地域や日本軍が弾薬倉庫を使用し
ていた地域の付近という限定された範囲に
ついて、日本軍が遺棄した毒ガス兵器や砲
弾により住民らの生命や身体に被害が生じ
ることが予見可能であったというのであ
り、その予見可能性は、作為義務の発生要
件として必要な具体性を備えているという
ことができる。

エ　結果回避可能性について
　ア ）被告は、わが国の主権が及ばない中国国

内において、毒ガス兵器や砲弾の回収や調
査のような行為はできないと主張する。

　　 　確かに、日本の主権は中国国内には及ば
ないので、被告が中国国内で、中国政府の
関与なしに、直接に毒ガス兵器や砲弾の回
収などを行うことは不可能である。しか
し、本件の各被害は、終戦前から終戦後に
かけて、日本軍が遺棄した毒ガス兵器や砲
弾により発生したものであり、被告の国自
身が積極的に危険を作り出したという経緯
がある。これによって被害が生じるのを防
止するためには、まず、日本軍が終戦時に
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どこに駐屯し、どこに弾薬倉庫を有してい
て、毒ガス兵器や砲弾をどのように遺棄し
たのか、という具体的な情報を取得する
必要がある。その情報を取得できる可能
性が最も高いのも被告であった。そして、
１９７２年９月には日中共同声明により日
本と中国の国交が回復され、また、その時
期には、日本国内においても、海中に投棄
された毒ガス兵器による被害が大きな問題
になっていた。

　　 　したがって、被告としては、中国国内に
遺棄した毒ガス兵器や砲弾によって中国の
国民が被害を受ける可能性が大きいことを
念頭に置き、その被害発生の防止のため
に、可能な限りの措置をとることが強く期
待される立場にあった。実際に、終戦時に
おける日本軍の部隊の配置や毒ガス兵器の
配備状況、弾薬倉庫の場所、毒ガス兵器や
砲弾の遺棄状況、各兵器の特徴や処理方法
などについて可能な限りの情報を収集した
うえで、中国政府に対し、遺棄兵器に関す
る調査や回収の申出をすることは可能で
あった。あるいは、少なくとも、遺棄され
た毒ガス兵器や砲弾が存在する可能性が高
い場所、実際に配備されていた兵器の形状
や性質、その処理方法などの情報を提供
し、中国政府に被害発生の防止のための措
置を委ねることは可能であった。

　イ ）被告は、中国政府は被告からの働きかけ
の有無にかかわらず、自国民保護のための
できる限りの措置を講じてきたから、被告
からの働きかけの有無が中国政府による回
収・保管作業や結果回避に影響したとは考
えられないと主張する。

　　 　しかし、中国政府が独自に調査や回収・
保管作業を実施していたとしても、毒ガス
兵器や砲弾の遺棄状況、各兵器の特徴や処
理方法などについて、より詳細で具体的な
情報が被告から提供されていれば、中国
政府による調査や回収などの作業が促進さ
れ、より少ない年月で、より多くの場所で
遺棄兵器が発見され、安全にも処理されて

いた可能性がある。中国の国民も、これら
の具体的な情報があれば、遺棄兵器への対
応を慎重にした可能性がある。

　　 　したがって、そのような可能性が認めら
れる以上は、本件の各事故についても、結
果回避の可能性があったと考えなければな
らない。

４）不作為による違法な公権力の行使
ア 　以上によれば、被告には、旧日本軍が中国
国内に遺棄した毒ガス兵器や砲弾により被害
が発生するのを防止するために、条理により、
①終戦時における日本軍の部隊の配置や毒ガ
ス兵器の配備状況、弾薬倉庫の場所、毒ガス
兵器や砲弾の遺棄状況、各兵器の特徴や処理
方法などについて可能な限りの情報を収集し
たうえで、中国政府に対して遺棄兵器に関す
る調査や回収の申出をするという作為義務、
あるいは、②少なくとも、遺棄された毒ガス
兵器や砲弾が存在する可能性が高い場所、実
際に配備されていた兵器の形状や性質、その
処理方法などの情報を提供し、中国政府に被
害発生の防止のための措置を委ねるという作
為義務があったと認めることができる。
　 　ところが、被告は、１９７２年９月に日中
共同声明により日本と中国の国交が回復され
て、この作為義務を履行することが可能に
なった後においても、その義務を履行せず、
本件の各事故が発生した。
　 　したがって、１９７２年９月の日中共同声
明以降、本件各事故発生の時までの継続的な
不作為は、違法な公権力の行使に当たると言
うべきである。
イ 　なお、日本は、１９９５年に批准し、
１９９７年４月２９日に発効した化学兵器禁
止条約14）により、中国の領域内に遺棄した
すべての化学兵器を廃棄することが義務づけ
られた。この条約は、その前文によれば、日
本が１９２５年に署名し、１９７０年に批准
したジュネーブ議定書（注１３参照。）に基
づく義務を再確認し補完するものとして位置
づけられている。
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　 　そうすると、１９９７年の化学兵器禁止条
約の発効以前においても、日本が中国の領域
内に遺棄した化学兵器を廃棄することは、国
際法的には日本に課せられた義務であったと
理解することができる。

５）相互保証の存在
ア 　国家賠償法６条は、外国人が被害者である
場合には、相互に保証があるときに限り適用
すると規定している。
　 　この相互保証主義を採用した趣旨は、日本
の国民に保護を与えない外国の国民には日本
が積極的に保護を与える必要はないという衡
平の観念に基づくものであるから、相互保証
の時期については、外国人に対して国家賠償
法に基づく損害賠償請求を認める時、すなわ
ち、裁判の口頭弁論終結時に相互保証が存在
すればよい。
イ 　原告らは、中国国籍を有する外国人である
が、１９９５年１月に施行された中華人民共
和国国家賠償法には、次のとおり、日本の国
家賠償法と同趣旨の規定がある。すなわち、
　 　「国家機関及びその公務員が違法に職権を
行使することによって公民、法人及びその他
の組織の法律上の権利利益を侵害して損害を
生じさせた場合には、被害者は、この法律の
定めることにより、国家賠償を受ける権利を
有する」（同法２条１項）。
　 　「外国人、外国の企業及び組織が中華人民
共和国領内において中華人民共和国の国家賠
償を請求する場合は、この法律を適用する」
（同法３３条１項）。
　 　相互保証の程度についても、中国の裁判例
では、精神的損害に対する金銭賠償が肯定さ
れている。
　 　したがって、本件について、中国国民との
間では、国家賠償法６条の相互保証があるも
のと認めることができる。

６）民法７２４条後段の適用制限
ア　民法７２４条後段の趣旨
　ア ）国家賠償法４条により適用される民法

７２４条後段の２０年の期間は、被害者側
の認識という主観的な事情を問わず、一定
の時の経過によって法律関係を確定させる
ために、不法行為による損害賠償請求権の
除斥期間を定めたものである。

　　 　この２０年の除斥期間の起算点は、条文
の文言から明らかなように、不法行為の時
である。

　イ ）したがって、本件においては訴えの提
起が１９９６年１２月９日であるから、
１９７４年１０月に事故が発生した松花江・
紅旗０９号事件（①の事故）について、民
法７２４条後段の適用が問題になる。

イ　除斥期間の適用制限
　ア ）この除斥期間の適用の有無は、不法行為

をめぐる法律関係を一定期間の経過によっ
て確定させるという趣旨から考えれば、
２０年の経過という明確な基準で決すべき
ものではある。

　　 　しかし、このような除斥期間制度の趣旨
を前提としても、その適用によって被害者
の損害賠償請求権が消滅することになる反
面で、加害者は損害賠償義務を免れる結果
になるのであるから、そのような結果が著
しく正義、公平の理念に反し、その適用を
制限することが条理にもかなうと認められ
る場合には、除斥期間の適用を制限できる
と考えるべきである。

　イ ）本件においては、除斥期間の対象とされ
るのは国家賠償法上の請求権であって、そ
の効果を受けるのは除斥期間の制度を創設
した被告自身である。ところが、被告が
行った行為は、国際法的に禁止されていた
毒ガス兵器を中国に配備して使用していた
旧日本軍が、国際的非難を避けるためポツ
ダム宣言にも違反して、終戦前後に組織的
にそれを遺棄・隠匿したという違法な行為
につき、戦後になっても被害の発生を防止
するための情報収集や中国への情報提供を
せず、１９７２年に中国との国交が回復さ
れた後も積極的な対応をしないで遺棄され
た毒ガス兵器を放置していたというもので
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ある。その行為には、わずかの正当性も認
めることができない。

　　 　他方、原告ら中国国民は、１９８６年２
月に中華人民共和国公民出国入国管理法が
施行されるまでは、私事で出国することは
制度的に不可能であった。原告らが被告に
対して権利を行使することは、１９７４年
１０月の事故の時から同法の施行までの
１１年余りの間は、客観的に不可能であっ
たと言える。これに対し、原告らが訴えを
提起したのは、事故から２０年が経過した
時点から、約２年後である。それにもかか
わらず２０年が経過したということだけで
権利行使を許さないとすることは、衡平を
欠くと言わざるを得ない。

　　 　これらの事情を考慮すると、本件におい
て被告が除斥期間の適用によって損害賠償
義務を免れるという利益を受けることは、
著しく正義、公平の理念に反し、その適用
を制限することが条理にかなうと言うべき
である。

　　 　したがって、除斥期間の適用は制限する
のが相当であり、松花江・紅旗０９号事件
（①の事故）についても、原告らの損害賠
償請求権の行使が許される。

７）原告らの損害
ア 　松花江・紅旗０９号事件－①の事故、牡丹
江市・光華街事件－②の事故
　ア ）紅旗０９号事件の被害者である甲は、び

らん性毒ガスであるイペリットとルイサイ
トによる傷害の治療のため、入退院を繰り
返した。両眼の慢性結膜炎、慢性咽頭炎、
手足の皮膚の炎症などに継続的に罹患し、
両脚はしばしば水泡ができて化膿し、やが
て壊死により足の指が脱落し、両脚の壊死
により寝たきりの生活になって、事故から
１７年後に死亡した。

　　 　このような甲の長期間にわたる病状と
死亡という結果により、甲の妻である
原告Ａが受けた精神的苦痛に対しては、
２０００万円の慰謝料を認めるのが相当で

ある。
　イ ）紅旗０９号事件の被害者である原告Ｂ、

原告Ｃはイペリットとルイサイトによる被
害を受け、光華街事件の被害者である原告
Ｄ、原告Ｅ、原告Ｆ、原告Ｇはイペリット
による被害を受けて、いずれも、事故後
２９年あるいは２１年が経過する現在ま
で、目や皮膚の症状、全身の機能障害など
に苦しめられている。入退院を繰り返して
いる原告もいる。稼働能力の低下と、それ
による現実の収入の低下が認められ、不幸
な家庭生活を余儀なくされている。

　　 　びらん性毒ガスによる被害により、この
ように長期間にわたって、治癒する見込み
のない進行性の傷害に苦しむ原告らの精神
的苦痛に対しては、認定されるそのほかの
事情も考慮して、それぞれ２０００万円の
慰謝料を認めるのが相当である。

イ　周家鎮・東前村事件－③の事故
　ア ）東前村の事件では、被害者の乙は即死し

た。
　　 　これにより、乙の妻である原告Ｈ、両名

の子である原告Ｉが受けた精神的苦痛に対
しては、それぞれ１０００万円の慰謝料を
認めるのが相当である。

　イ ）被害者である原告Ｊは、砲弾の爆発によ
り、左足の動脈と前脛骨筋の断裂、右前腕
の短母指伸筋の断裂、橈骨の開放性骨折な
どの傷害を受けて、左足には機能障害を残
した。稼働能力の低下と、それによる現実
の収入の低下も認められる。

　　 　このような受傷や後遺障害によって
原告Ｊが受けた精神的苦痛に対しては、
１０００万円の慰謝料を認めるのが相当で
ある。

　ウ ）被害者である丙は、砲弾の爆発により、
両上肢切断、左下肢開放粉砕性骨折、全身
火傷の傷害を負い、事故から１８日目に死
亡した。

　　 　これにより、丙の妻である原告Ｋ、両名
の子である原告Ｌ、原告Ｍが受けた精神的
苦痛に対しては、それぞれ６６６万円の慰
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謝料を認めるのが相当である。

（５）日中共同声明による請求権放棄について

１ ）被告は、１９７２年９月の日中共同声明が
「中華人民共和国政府は、中日両国民の友好
のため、日本国に対する戦争賠償の請求を放
棄する。」と規定して、日華平和条約による
のと同じ処理、すなわち、サン・フランシス
コ平和条約１４条（ｂ）項に従った解決をす
ることとしたので、「戦争の遂行中に日本国及
びその国民がとった行動から生じた中国及び
その国民の請求権」は中華人民共和国によっ
て放棄されている、と主張する。
　 　しかし、本件で問題とされているのは、日
中共同声明以降の、それぞれの事故発生時ま
での継続的な不作為である。この不作為は、
戦争の遂行中の行動ではないから、これに
よって生じた原告らの請求権が放棄されてい
ると言うことはできない。

２ ）原告らの請求権が毒ガス兵器や砲弾の遺棄
行為によって生じたものと考えたとしても、
その請求権が放棄されたというためには、遺
棄行為が「戦争の遂行中に」行われたもので
あることが要件になる。
　 　ところが、旧日本軍による毒ガス兵器や砲
弾の遺棄行為は、終戦後にも行われているの
であり、本件の遺棄行為が戦争の遂行中に行
われたものであると言うことの証明はない。
　 　したがって、いずれにせよ、時期に遅れた
攻撃防御方法に当たるかどうかを問うまでも
なく、被告の上記主張は失当である。

（６）結論

１ ）本件の最初の事故が起こったのは、戦争の
終結から既に２９年が経過した後である。そ
して、終戦から３７年後、５０年後に第２、
第３の事故が起こった。戦後これだけの年月
が過ぎ、国交も回復されて、平和な市民生活
を送る中で、突然に中国国民に災難が降りか

かったのが本件である。
　 　その被害者である原告らが、被告に対し、
なにゆえに賠償を請求することができないの
か。裁判所は、以上のとおり、その合理的理
由を見いだすことができなかった。

２ ）したがって、原告らの請求は、被害の程度
に従い、原告Ｊの請求が１０００万円とこれ
に対する不法行為後の平成９年５月８日（訴
状送達の日の翌日）以降の遅延損害金の支払
を求める限度で理由があり、そのほかの原告
らの請求はすべて理由がある。
　 　仮執行宣言は、必要がないから、これを付
さない。

３）主文
　ア 　被告は、原告Ａ、原告Ｂ、原告Ｃ、原告

Ｄ、原告Ｅ、原告Ｆ、原告Ｇに対し、それ
ぞれ、２０００万円とこれに対する平成９
年５月８日から支払済みまで年５分の割合
による金員を支払え。

　イ 　被告は、原告Ｈ、原告Ｉ、原告Ｊに対
し、それぞれ、１０００万円とこれに対す
る平成９年５月８日から支払済みまで年５
分の割合による金員を支払え。

　ウ 　被告は、原告Ｋ、原告Ｌ、原告Ｍに対
し、それぞれ、６６６万円とこれに対する
平成９年５月８日から支払済みまで年５分
の割合による金員を支払え。

　エ　原告Ｊのそのほかの請求を棄却する。
　オ　訴訟費用は被告の負担とする。
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注）
１） 公調委平成１８年（セ）第２号、同平成２０年（セ）第４号　神栖市におけるヒ素による健康被害等責任裁定申
請事件、同参加申立事件。判例時報２１５４号３頁に裁定書全文が掲載されている。

２） 東京地裁平成８年（ワ）第２４２３０号損害賠償請求事件、平成１５年９月２９日判決。判例時報１８４３号
９０頁に掲載されている。

３） １８９９年にオランダのハーグで開催された第１回万国平和会議で採択された「陸戦ノ法規慣例ニ関スル条約」
並びに同附属文書「陸戦ノ法規慣例ニ関スル規則」を言う。同条約は、１９０７年の第２回万国平和会議で改訂
された。日本においては、１９１１年に批准され、１９１２年２月１３日に公布されている。

４） 中国大陸においては、戦前の中華民国成立時から１９４９年１０月１日の中華人民共和国の成立時までは、中華
民国が制定した中華民国民法が適用される。同法１８４条で不法行為責任を規定している。

５） 中華人民共和国成立後は、１９８６年４月１２日の中国民法通則の公布までは、法の空白期間であるが、中華人
民共和国の法秩序が支配的であったので、中国民法通則を内容とする条理が適用され、同通則公布後は同通則が
適用される。中華人民共和国の中国民法通則１１９条は不法行為責任を規定している。

６） 日本国は、１９７２年、中華人民共和国との間で、日中共同声明に署名した。同声明の５項で、中華人民共和国
政府は、中日両国民の友好のために、日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言する旨、規定された。

７）香辛料である「洋からし」。
８）毒ガス兵器であるマスタードガスのフランス語名。
９） マスタードガスは、化学兵器の一つであり、糜爛（びらん）剤（皮膚をただれさせる薬物）を撒布する毒ガス兵
器である。純粋なマスタードガスは無色・無臭な粘液性の液体であるが、不純物は、黄色ないし暗褐色で、洋か
らし（マスタード）やニンニク様の臭気を持つ。これが名称の由来である。遅効性であるため、即効性のあるル
イサイトとの混合剤が用いられることが多い。

１０） ルイサイトは、有機ヒ素化合物のびらん剤であり、化学兵器として用いられる。即効性があるため、遅効性のマ
スタードガスとの混合剤（マスタード・ルイサイト剤）として使われる。

１１） マスタードガスは、人体に暴露すると、皮膚・粘膜から吸収され、蛋白質やＤＮＡに反応し、その構造を変性させ（ア
ルキル化反応という。）、遺伝子を損傷する。接触部位には紅斑を生じ、水泡や浮腫を経て、壊死に至る。眼は、
暴露に敏感で、角膜刺激症状が早期に発症する。呼吸器系では、多くの場合、慢性気管支炎が発症し、肺気腫や
肺線維症に進展する。大量暴露すると、全身の痙攣、昏睡、骨髄障害が発症する。

１２）「ムウ」（畝）は、中国における土地の面積の単位。１ムウは、６６７平方メートル。
１３） １９２５年にジュネーブで採択・署名された「窒息性ガス、毒性ガス又はこれらに類するガス及び細菌学的手段

の戦争における使用の禁止に関する議定書」。日本は、署名国に加わったが、その批准は１９７０年になる。
１４） １９９３年にパリにおいて署名され、１９９７年に発効した多国間条約であり、正式名称は「化学兵器の開発、生産、

貯蔵及び使用の禁止並びに廃棄に関する条約」という。その概要は、化学兵器の開発、生産、貯蔵及び使用を全
面的に禁止するとともに、既に存在する化学兵器及びその生産施設を、条約発効の後原則として１０年以内にす
べて廃棄すること等を定めている。また、１９２５年以降に他国領域内に同意なく遺棄した化学兵器について、
遺棄国の費用負担により、すべて廃棄処理を行うべきことを定めている。
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５　総括

　最後に、神栖事件の裁定１）について、争点
になった各論点を振り返り、今回の裁定判断の
意義を、あらためて総括しておきたい。

（１）事実的因果関係に関する判断について

１）本件各井戸へのＤＰＡＡ到達の因果関係
ア 　本件の経緯は、裁定で判示されているとお
り２）、平成１５年にＡ地区に住む住民が神経
症状を訴えて病院で診察を受けたことに始ま
る。診察を担当した医師が、飲用の井戸水に
疑いを持ち、保健所宛の水質検査依頼の書簡
を作成して患者に交付したところ、保健所に
よるＡ井戸の水質検査の結果、高濃度のヒ素
汚染が判明し、県がこの事実を公表して周辺
住民に井戸の使用自粛を指導した。その結
果、Ａ井戸を使用していた住民のみではな
く、約１キロ西にあるＢ地区の各井戸にもヒ
素汚染が広がっていることが判明し、その原
因究明が問題になった。この問題の対処に迫
られた茨城県は、国に支援を要請し、環境省
が大規模な調査を開始したところ、平成１７
年１月に、Ａ井戸の南東約９０ｍの地点か
ら、高濃度のＤＰＡＡを含んだコンクリート
塊が発見された。これが汚染源と考えられた
ものの、この汚染源から被害が発生したＡ井
戸、さらにＢ地区の各井戸へＤＰＡＡ汚染が
拡散した経緯について疑問視され、本件裁定
においても、ＤＰＡＡ到達の事実的因果関係
の存否が、まず争点とされた。
イ 　訴訟における原因行為と結果発生との事実
的因果関係の証明については、最高裁判例
は「一点の疑義も許されない自然科学的な証
明ではなく、経験則に照らして全証拠を検討
し、特定の事実が特定の結果発生を招いた関
係を是認しうる高度の蓋然性を証明すること
で足りる」３）としている。公害紛争におい
ては、多くの場合、この事実的因果関係の認
定がきわめて大きな争点になっている。
　 　本件においては、高濃度のＤＰＡＡを含ん

だ本件コンクリート塊から、約９０ｍ離れた
Ａ井戸へ、さらに西方１キロ離れたＢ地区の
各井戸へ、地下水の流れにより、如何にして
ＤＰＡＡが伝播されたかという問題である。
　 　この問題の解明には、本件コンクリート塊
の埋設地点からＡ地区、Ｂ地区にわたる地域
一帯の水理地質、地下水の流れ、その流速等
の解明、本件コンクリート塊に含まれるＤＰ
ＡＡの総量、コンクリート塊が埋設された時
期からＤＰＡＡ汚染が各井戸に到達した時期
をどうみるか等を解明する必要があった。し
かし、これらを明らかにする直接的証拠はほ
とんど無かった。ただ、茨城県が国に支援を
要請したことから、国（環境省）は、神栖事
件ヒ素汚染対策として、ＤＰＡＡ汚染メカニ
ズムの調査を開始し、その結果、汚染源調
査、地域の水理地質の調査、地域全域の汚染
状況の調査、各地下水汚染シミュレーション
の実施等を行い、それぞれの調査報告書を作
成した。これらの調査報告書が本件において
書証として提出されていたのである。
ウ 　本件の裁定は、これらの書証に基づき、次
のような事実認定４）を示した。すなわち、
　ア ）平成５年から平成９年までの間に、何者

かが、Ａ井戸の南東約９０ｍの地点に、大
量のＤＰＡＡを含むコンクリートを流し込
み、推定で総量２９０㎏に及ぶＤＰＡＡを
地中に埋設した。本件コンクリート塊に含
まれたＤＰＡＡは、地下水中に溶出し、比
重の重い汚染地下水が地下の深部（地下
２５～３０メートル）に降下浸透し、地下
水の汚染を拡大して行った。

　イ ）付近の水理地質は、深さ３０ｍに非透水
層である粘土層を基盤とし、その直上は透
水性の高い砂礫層が積み重ねられ、埋設地
から西方に、常陸利根川に向かう地下水の
流れがある。Ａ井戸では、揚水に伴い、高
濃度の汚染水プルームを吸い込み、この汚
染水プルームは、地下水の速い流れに乗っ
てさらに西方向に移動し、会社寮井戸を経
由して、Ｂ地区中心部に到達した。

　ウ ）Ｂ地区では、農業用井戸の揚水によって
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汚染が地下浅層部まで拡大し、汚染水が水
田に涵養された結果さらに汚染が拡大し、
Ｂ地区の各井戸を汚染させた。これらによ
り、本件コンクリート塊を発生源とするＤ
ＰＡＡ汚染とＡ井戸及びＢ井戸の汚染との
間には、到達の因果関係が認められた。ま
た、各井戸へのＤＰＡＡ到達の時期につい
て、Ａ井戸において平成９年ころ、Ｂ井戸
においては早くても平成１０年ころ、と推
定された。

エ 　原因（ＤＰＡＡが混入された本件コンク
リート塊の埋設）と結果の発生（Ａ井戸及び
Ｂ井戸の汚染）という困難な事実的因果関係
の判断は、このようにして果たすことができ
た。合理的な推認による事実認定の手法では
あったが、これについて合理的な反対証拠は
存在しなかったことから、この推認による判
断が維持されたものである。

２）ＤＰＡＡ暴露と健康被害との因果関係
ア 　申請人らは、井戸水の飲用によりＤＰＡＡ
に暴露された結果、手の震え、めまい等の神
経症状、物忘れ等の精神症状、頭痛等の全
身症状、下痢等の消化器症状、咳等の循環
器・呼吸器症状、発疹等の皮膚症状等の多岐
にわたる健康被害が発症したと主張した。し
かし、ＤＰＡＡ暴露による健康被害について
は、特異的疾患がどのようなものかについ
て、必ずしも自明な知見はなく、非特異的疾
患についても、その因果関係判断の知見も明
確ではなかった。
　 　裁定委員会は、ＤＰＡＡ暴露による人の健
康影響に関する知見につき、関係資料を書証
として取り調べるとともに、神経内科、内科
及び小児科の各領域にわたる専門医４名を専
門委員５）に選任し、専門委員に対し、関係
資料の分析、健康被害申請人らのカルテ等の
医療情報の分析、さらに健康被害申請人らに
対する健診の実施等を委託した。専門委員
は、これらの調査、健診等を実施し、評議を
重ねた上、「専門委員報告書」（職１）を裁定委
員会に提出した。

　 　専門委員が作成した調査報告書の内容は、
専門委員の科学的判断に基づき、ＤＰＡＡ暴
露による人の健康被害についての一般的因果
関係について述べるとともに、健康被害申請
人らの健康被害の訴えにつき、ＤＰＡＡの暴
露状況、自覚症状・受診歴、各種検査所見
を検討した上、個別的因果関係の判断を示し
たものであった。しかし、専門委員による科
学的判断の中立性から、因果関係の存否につ
き、その蓋然性につき一定の示唆を示すとと
もに、他の要因と相俟って発症・憎悪の一要
因になっている可能性も否定できないとする
など、因果関係の存否について断定的判断を
示したものではなかった。そのため、申請人
らからは、多岐にわたる論点につき質問書が
提出された。専門委員は、この質問書に対
し、「専門委員補充報告書」（職２）を作成し、
その疑問に応えている。
　 　裁定委員会は、専門委員の高度な専門性及
び中立性を尊重するとともに、ＤＰＡＡ暴露
による人の健康影響に関する知見や病理学上
の機序が必ずしも明らかではないとしても、
ＤＰＡＡによる起因性を肯定することが必ず
しも不合理ではなく、むしろ可能性としては
ありうること等を総合的に考慮し、本件の諸
般の事情を斟酌し、高度の蓋然性を認定して
因果関係存否の判断を尽くした。
イ 　その結果、健康被害とＤＰＡＡ暴露との間
の一般的因果関係につき、健康被害症状の類
型別に、次のような判断を示している６）。す
なわち、
　ア ）ＤＰＡＡに起因する特異的典型症状を小

脳症状ないし中枢神経症状であると認定
し、ふらつき、めまい、ミオクローヌス、
振戦、眼振等の中枢神経症状については、
ＤＰＡＡ暴露によって招来されるものとし
て、一般的因果関係を肯定した。

　イ ）小児の精神遅滞につき、病理学上の機序
等が明らかではないものの、ＤＰＡＡが脳
に蓄積され、中枢神経系に一定の影響を及
ぼすことが医学的見地からも否定できない
として、一般的因果関係を肯定した。ただ
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し、その性質上、これを唯一の原因と考え
ることはできず、一定の割合で他の要因が
関与していることを前提とする必要があ
る、とした。

　ウ ）消化器系、呼吸器系、循環器系、皮膚系
その他の疾患・症状については、他の原因
が存在する類型の疾患であり、現時点で
は、これらの疾患とＤＰＡＡとの関係を積
極的に認定するだけの知見は存在しないこ
とから、その一般的因果関係を是認し得る
高度の蓋然性はない、とした。

　エ ）小児に対するＤＰＡＡの健康影響につい
て、胎児期における母体を通じた間接的暴
露の影響や、妊娠前の母体が摂取したこと
による遺伝子的影響については、ＤＰＡＡ
による遺伝子障害性、催奇形性や変異原性
は認められておらず、現時点での知見を総
合しても、これを認めるに足りる高度の蓋
然性は認められない、とした。

ウ 　そして、健康被害申請人らの個別的因果関
係の存否については、上記の判断を前提にし
て、個別のＤＰＡＡの暴露状況、自覚症状・
受診歴、各種検査所見を検討した上、その因
果関係を判断した。
　 　３８名の多数にわたる健康被害申請人らの
疾患・症状につき、個別の健康情報を審査
し、専門委員による全員の健診を行った上
で、きめの細かな判断を示し、公害被害の認
定に積極的な姿勢を示したものと言えよう。

（２）国の責任に関する判断について

１）国の危険物保管・管理義務についての判断
ア 　申請人らは、毒ガス兵器原料としてのＤＰ
ＡＡの危険性を指摘し、被申請人国として
は、これを無害化又は最終廃棄処分するま
で、厳重に保管し、その数量、保管場所、保
管態様、保管担当者等を文書化するなどし
て、外部に流出しないようにする法的義務が
あり、仮にＤＰＡＡを第三者に譲渡する場合
には、譲受人を特定して記録し、譲受人に対
し、ＤＰＡＡの危険性に関する情報を提供し

て、厳重に保管させるようにする義務を負っ
ている旨主張し、被申請人国はこれらの作為
義務を履行しなかった不作為の不法行為責任
があると主張した。
　 　このような国の責任を問う類型は、国家賠
償請求訴訟における不作為事案のうち、一般
的に「作為起因性の不作為」と言われる類型
に該当し７）、国が自ら何らかの危険状態を創
出し、そこから生じ得る損害の発生を阻止す
べき作為義務があったのに、その作為義務を
怠った不作為を不法行為とするものである。
　 　このような不作為の不法行為は、先行行為
に基づき条理上発生する損害発生回避の義務
の不履行を不法行為とするものであり、今日
の民法・不法行為法の中では既に一般的な考
え方になっている８）。

イ 　国の何らかの不作為が国賠法上違法と評価
されるためには、一定の作為義務の存在が必
要であるが、本件のＤＰＡＡについては、こ
れを保有する国に一定の管理責任を課する明
文の実定法規は存在しない。しかし、本件の
裁定では、ＤＰＡＡは自然界には存在しな
い、人体に有害な危険性がある物質であり、
そのような有害物質を主体的に製造していた
国はこれを適切に管理すべき一定の責任を
負っている旨判示し、条理に基づく国の管理
責任を肯定している。ただ、ＤＰＡＡは、そ
れ自体人に対する殺傷能力を持つ毒ガス兵器
「ジフェニルシアノアルシン」そのものでは
なく、その生成過程の直前における原料「ジ
フェニルアルシン酸」であり、人に対する毒
性はヒ素やその他の有機ヒ素化合物と同等な
いしそれよりやや低いものであり、これが農
薬の原料として利用されていた可能性がある
ことに照らし、その管理責任は、申請人らが
主張するような、無害化等の最終処分を行う
まで外部に一切流出しないようにする等の
厳格かつ高度なものということはできず、戦
前・戦後における毒物や劇物の取扱いに対す
る法的規制に準じて考えるのが相当である、
とした。そして、毒物及び劇物取締法等で求
められる毒物劇物の管理の場所、方法及び管
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理者の明確化、譲渡の際の手続的要件を定め
る等して、ＤＰＡＡの無秩序な流出・使用に
よる健康被害の発生を未然に防止する管理責
任があると判断した９）。

ウ 　しかしながら、本件裁定は、国にこのよう
なＤＰＡＡ管理責任があるとしても、それは
一般的抽象的義務を言うに過ぎず、このよう
な義務が認められるとしても、直ちに国の管
理義務違反の責任が認められるものではな
い、とした。すなわち、①本件コンクリート
塊に混入されたＤＰＡＡの製造・流通過程が
全く明らかにされておらず、当該ＤＰＡＡに
ついて、国が、いつ、いかなる管理義務を負
い、どのようにその義務に違反したか、具体
的に特定することができないこと、さらに、
②本件においては、ＤＰＡＡの毒性を認識し
ている第三者が故意に不法投棄した事情があ
ること、こうした第三者による故意の投棄行
為まで、国に未然に防止し得る具体的管理義
務を認定することはできないこと、この２点
を挙げて、国の義務違反を否定している10）。

　 　先行行為として、国によるＤＰＡＡの製
造・指示が認められるとしても、民間の製造
業者から国にＤＰＡＡが引き渡され、国が保
管していたものが流出したものか、民間業者
が保管していた段階でＤＰＡＡが流出したも
のかも一切不明であり、戦後の時期から、本
件コンクリート塊にＤＰＡＡが混入されたと
目すべき平成５年ないし平成９年までの間
に、誰がどのように本件ＤＰＡＡを所持、管
理していたものか、この間の国の管理義務違
反を認定すべき事情が全く不明であった。こ
のような事実関係を前提にすれば、国の管理
義務違反を認定することは、いささか困難で
あった。そうすると、国によるＤＰＡＡの製
造・指示という先行行為があると言っても、
ただちに、結果回避を可能とする国の管理義
務違反を認定することはできないと言うべき
であった。さらに、ＤＰＡＡの毒性を認識し
た第三者が故意に不法投棄するという悪質な
行為については、国が一定の管理責任（第三
者への譲渡に際し、国が毒性を告知し、厳重

管理を要請する等の義務）を尽くしていたと
しても、これを防止することは困難である。
　 　これらの点を考慮すると、本件神栖事件の
裁定が被申請人国の損害賠償義務を否定した
のは、無理からぬことであったと言える。

２） 旧日本軍が中国に遺棄した毒ガス兵器等に
関する裁判例との相違点

ア 　４項で紹介したとおり、東京地裁は、中国
で旧日本陸軍が遺棄した毒ガス兵器等につい
て、国の損害賠償責任を肯定した判断を示し
た11）。

　 　その判断の骨子は、①本件の各被害は、旧
日本軍が中国で遺棄・放置した毒ガス兵器や
砲弾による被害であり、旧日本軍によるこれ
らの遺棄行為は戦争行為に付随して組織的に
行われた公権力の行使に当たる。その後の、
被告国による遺棄兵器等の放置行為は、遺
棄行為とは別に評価すべきであり、不作為に
よる公権力の行使に当たる。これらの不作為
は、国賠法施行後の行為として、国賠法１条
の適用があり得る。②毒ガス兵器等の遺棄と
いう先行行為がある場合、これによって人の
生命身体に対する危険な状態を作り出してい
るのであるから、被告国は、一定の要件の下
に、条理上、危険な状態を解消するための作
為義務を負う。③この作為義務が認められる
ためには、具体的な事案において、１）人の
生命身体に対する差し迫った重大な危険があ
り（危険の存在）、２）国としてその結果の
発生を具体的に予見することができ（予見可
能性）、３）作為に出ることにより結果の発
生を防止することが可能であること（結果回
避可能性）、の３要件が必要である。④遺棄
された毒ガス兵器や砲弾は、それ自体で高度
な殺傷能力があり、遺棄された付近の住民に
対する差し迫った重大な危険が認められる。
⑤被告国としては、中国から引き揚げてきた
旧日本軍の関係者から事情を聴取し、軍関係
の資料を調査し、中国に遺棄された毒ガス兵
器等の状況を把握することができたので、兵
器が遺棄された付近の住民の生命身体に対す
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る危険を予見することは可能であった。⑥被
告国は、終戦時の日本軍がどこに駐屯し、ど
こに弾薬倉庫を有して、毒ガス兵器等をどの
ように遺棄したか等の具体的情報を所得でき
る。それらの情報を中国政府に提供し、遺棄
兵器等の調査を実施し、又は調査の実施方を
申し出ていれば、本件事故の発生を回避でき
た可能性がある。以上の判断を示した上で、
国賠法１条に基づき、被告国の損害賠償責任
を肯定している。
イ 　遺棄兵器に関するこの裁判例は、遺棄兵器
の放置行為という先行行為に基づき、被告国
には、危険状態を解消するための作為義務、
すなわち、中国政府に対し、遺棄兵器等に関
する情報を提供して、遺棄兵器の調査・探
索・除去等の行為を求める作為義務があり、
これを行えば、中国政府による調査・回収作
業が促進され、中国の国民も遺棄兵器への対
応を慎重にした可能性があり、結果回避の可
能性があったとして、不作為の不法行為の成
立を肯定したものである。
　 　神栖事件裁定との判断の相違点としては、
まず、遺棄・放置された危険物の違いがあ
る。裁判例においては、遺棄・放置された危
険物は、毒ガス兵器や砲弾という、それ自
体、人に対する高度の殺傷能力があり、経年
的な変化によりその危険性は、容器の腐食等
によりかえって増大するものであり、遺棄さ
れた付近の住民らに対する差し迫った重大
な危険が認められるものであった。これに対
し、神栖事件の場合、毒ガス兵器そのもので
はなく、その原料として民間で製造された化
学薬品であり、その毒性は、毒ガス兵器に比
べればある程度低く、その用途も、農薬原料
として民間に払い下げられる可能性もあった
ことから、一般の毒物・劇物と同程度の危険
性であったことがあげられる。
　 　また、遺棄兵器等の裁判例においては、遺
棄兵器等の管理主体は旧日本軍であり、国
の管理責任が直接的に問題とされた。そし
て、遺棄兵器を放置したという先行行為に基
づき、国の管理責任として、危険な状態を解

消する条理上の作為義務が肯定された。すな
わち、被告国は、遺棄兵器に関する情報を可
能な限り収集したうえ、中国政府に対し、遺
棄兵器に関する調査や回収を申し出て、必要
な情報を提供して中国政府に被害発生の防止
措置を依頼するなどして、結果発生回避の可
能性を尽くすべき作為義務があり、この義務
を尽くさなかった不作為の違法があるとされ
た。これに対し、神栖事件裁定の場合、国に
よるＤＰＡＡの製造・指示という先行行為が
認められるとしても、民間の製造業者から国
にＤＰＡＡが引き渡され、国が保管していた
ものが戦後に流出したものか、民間の製造業
者において保管していたＤＰＡＡが終戦後の
時期に外部に流出したものか、一切不明であ
り、国の管理責任は、具体的状況の把握なし
にどのような管理義務違反があったかをいう
ことはできないと判断されている。国がどの
ような作為義務を尽くすべきか、これを特定
することができない、とされている。
　 　このように、国の先行行為に基づき条理上
認められる作為義務の不履行という不作為の
不法行為という法律構成を同じくしながら
も、国がなすべき作為義務の認定において、
決定的な相違があることに注目されたい。
ウ 　さらに、神栖事件裁定の場合、ＤＰＡＡの
毒性を認識している第三者が故意に不法投棄
した事実があり、こうした第三者による故意
の投棄行為まで、国に、これを未然に防止し
得る具体的管理義務を認定することはできな
いとした。この点で、中国における遺棄兵器
の裁判例とは大きく事案の特質を異にしてい
る。中国における遺棄兵器の事案において
は、旧日本軍の遺棄行為の後、何ら人為的操
作が加えられないまま放置され、結果として
本件の各事故の発生に至り、被告である日本
政府の不作為が違法視されている。第三者の
故意行為が介在する場合、仮に先行行為に基
づき作為義務を負う者に作為義務違反があっ
たとしても、より重大な原因行為により結果
が発生している以上、先行行為者の予見可能
性を超える結果発生であったと言うべきであ
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り、その作為義務違反に違法性を認めること
ができないのである。
エ 　国家賠償請求における不作為事案のうち、
一般的に「作為起因性の不作為」と言われる
類型に該当する二つの事案を検討してきた。
神栖事件における毒ガス兵器原料としてのＤ
ＰＡＡの投棄による地下水汚染のよる健康被
害と、中国における毒ガス兵器等の廃棄によ
る中国住民の生命・健康被害という、社会的
には類似の事案とも見ることができる。にも
かかわらず、国の責任の在り様については反
対の結論を示している。この結論に至った判
断の相違点を検討してきたが、今後の類似事
案検討の参考にされたい。

（３）都道府県知事の責任に関する判断について

１）都道府県知事の責任に関する判断の枠組み
　 　神栖事件の裁定においては、被申請人県の
責任を論じるに当たり、国又は地方公共団体
の公務員による権限不行使は、その権限を定
めた法令の趣旨、目的や権限の性質等に照ら
し、具体的事情の下において、その不行使が
許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠
く場合には、これにより被害を受けた者との
関係において、国賠法１条１項の適用上違法
となる、という一般論を提示した。これは、
従来の判例の考え方を基本的に踏襲するもの
であった12）。

　 　すなわち、都道府県知事の権限不行使に
よって第三者に損害を与えた場合、知事の権
限不行使が裁量の限度を著しく逸脱し、違法
とされる場合、知事が属する都道府県は、国
家賠償法に基づく損害賠償責任を負う、とす
るものである。
　 　そして、都道府県知事の権限不行使の根拠
規定として、水濁法１５条に定める当該都道
府県の区域に属する公共用水域及び地下水の
水質汚濁状況に対する常時監視義務と同法
１７条に定める水質汚濁状況の公表義務を指
摘している。

２）都道府県知事の水質汚濁常時監視義務
ア 　水濁法１５条に規定された都道府県知事の
水質汚濁状況の常時監視義務について、本裁
定は、その制度の趣旨を「都道府県知事が、
住民の健康保護や生活環境保全のため具体的
施策を講じるに当たり、水質汚濁状況の把握
することが不可欠であることから、水質汚濁
状況の監視義務が都道府県知事に帰属するこ
とを観念的に示したもの」であり、実際の水
質監視を常に連続的に行うことを要求するも
のではなく、また、自ら直接に監視すべきこ
とを定めたものではないとしている。
　 　すなわち、１５条の条文自体、簡潔な文面
で、都道府県知事の常時監視義務を抽象的に
定めているもので、その具体的権限行使の在
り様は、都道府県知事の裁量によることがで
きるとしている。
イ 　一方で、本裁定は、都道府県知事の水質汚
濁状況の監視義務が住民の健康保護や生活環
境保全のためであるという制度の趣旨を考慮
すれば、知事部局の水濁法担当部署が何らか
の方法で水質汚染を把握した場合には、単に
水質汚濁状況を消極的に監視するだけではな
く、原因究明のための積極的な追加調査を行
う職責（権限と義務）がある、という解釈を
導き出している。
　 　この事件が発覚した平成１１年当時、都道
府県知事の水質汚濁状況の常時監視の権限
は、いわゆる国の機関委任事務であり、国
は、都道府県知事にその事務を行う権限を委
任するに当たり、指揮監督の一環として本件
に関わる各通達13）を発出し、その権限行使
の在り様を指示していたが、これら国の通達
は、かかる原因究明のための積極的な追加調
査を行う職責を定めたものであった。また、
被申請人である茨城県は、各通達を実施する
ため、水質汚濁の調査方法を定める「実施要
領」14）を定め、水質の汚染を把握した際の
調査方法を具体的に規定していた。
　 　国の各通達は、県が合理的理由なく通達内
容に違反した場合には、国による職務命令の
違反に該当し、国からの指揮監督として、相
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応の是正措置がなされる仕組みを持ち、茨城
県が策定した「実施要領」は、県の水質調査
の方法について自己拘束力を持つものであっ
た。
ウ 　本裁定は、このような水濁法１５条の解釈
を前提にして、平成１１年１月の会社寮井戸
のヒ素汚染を覚知した当時の被申請人県の調
査権限の行使には、汚染原因の究明のための
追加調査を行うにつき、平成１９年通達や
「実施要領」に反する不合理な判断のまま、
原因究明のための調査を尽くさなかった違法
なものであった、という判断を示した。
　 　国の各通達や県の「実施要領」は、国民に
対する義務を定める法規たる性質を持つもの
ではなく、行政内部でのみ通用する規範であ
り、これらに違反したからと言って直ちに国
賠法上の責任につながるものではない。しか
し、これら規範に違反する権限不行使は、そ
の裁量の限度を逸脱していると評価する指標
になるものであり、不合理な権限の不行使に
あたると見ることができる。
　 　本裁定は、公害被害者を救済する視点に
立って、水濁法１５条に定められた都道府県
知事の常時監視義務につき、被申請人県には
その調査権限の行使において、不合理な権限
の不行使は違法であるという判断を示し、県
の責任を肯定したものであり、公害紛争解決
のために重要な意義を有すると言えよう。

３）都道府県知事の水質汚濁公表義務
ア 　水濁法１７条に定められた都道府県知事の
水質汚濁状況の公表義務について、１５条と
同様に簡潔な文面で、都道府県知事がどのよ
うな場合にその義務を果たすべきか具体的な
内容の定めはなく、都道府県知事に幅広い裁
量を認めている。そして、１５条に定められ
ている常時監視義務の履行に関する上記の各
通達や県の「実施要領」のような、公表義務
の具体的内容を解釈すべき下位規範も存在し
ていない。
　 　本裁定は、水質汚濁状況の公表方法や時
期、公表すべき内容については、１７条の規

定ぶりから、基本的には都道府県知事の合理
的裁量に委ねられていると解するほかない、
との判断を示している。
イ 　しかしながら、本裁定は、①法文は「水質
汚濁の状況」を公表することを求めており、
水質測定計画に基づく年１回の測定結果の公
表のみを求めているものではなく、公表義務
の履行は、住民の健康保護や生活環境保全の
ためであるという制度の趣旨に基づいて、必
要に応じて適切に水質汚濁状況を公表すべき
義務がある、②水質汚染が発見された状況に
よっては直ちに汚染状況が公表されなければ
ならない場合があり、知事部局の水濁法担当
部署がそのことを把握し、かつ、汚染物質の
性質や汚染の程度から住民の健康等に影響を
及ぼすおそれがあるときは、水濁法の趣旨に
基づき、速やかに関係機関や影響が予想され
る地域の住民に対して、水質汚染に関する情
報を周知させる必要がある、として積極的な
周知義務があると判断した。そして、公表の
方法として、単に住民が知り得る状態に置け
ば足りるものではなく、具体的状況に応じ
て、説明会、チラシ、個別訪問などの手段に
より、早期かつ確実に情報提供を行うことが
求められる、と公表義務の具体的な履行方法
にまで踏み込んだ判断を示している15）。

ウ 　本裁定は、以上の判断をもとに、被申請人
県が、会社寮井戸における高濃度のヒ素汚染
を知りながら、周辺住民に対して全く周知措
置を採らなかったことは、水濁法１７条の趣
旨に反し、著しく不合理な対応と言わざるを
得ないとして、県の国賠法上の責任を肯定し
たもので、水濁法１７条の解釈のためにも、
重要な意義を有する。

（４）損害額算定に関する判断について

１）包括的慰謝料の請求
　 　申請人らは、本件において賠償を求める
損害の内容は、ＤＰＡＡに起因する健康被
害、財産的被害及び精神的被害のすべてを含
む総体としての損害であると主張し、損害内
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容を個別具体的に明示しないで、その一部請
求として各３００万円の支払を求めるとした
ところ、本裁定は、その主張を講学上の慰謝
料の補完的、調整的機能に基づく包括的慰謝
料の請求であると解し16）、個々の損害の明細
を明らかにさせる必要はないとして、その請
求を適法とした。このような包括請求の方式
は、公害・製造物責任訴訟ではしばしば行わ
れる請求方式である17）。公害や製造物責任に
おける被害の特色は、その損害が徐々に蓄積
され、かつ、被害者の生活のあらゆる面に及
び、個々の損害の費目を特定することが困難
であるという特色がある。本件の損害につい
ても同様に言えるものであり、本裁定は公害
における被害の特色を十分に把握しているも
のと言えよう。

２）健康被害に至らない平穏生活権侵害の慰謝料
　 　また、本裁定は、ＤＰＡＡに暴露した事実
は認められるものの、健康被害の発生までは
認められない者に対しても、平穏生活権侵害
による慰謝料の発生を認めた。公害による健
康被害の発生が認められない場合、それによ
る慰謝料も認めない取扱いが一般的である。
しかしながら、本裁定は、ＤＰＡＡが毒ガス
兵器原料として用いられた化学物質であり、
その健康影響の全容が必ずしも科学的に解明
されておらず、その影響を除去する方法も確
立されていない状況の下で、ＤＰＡＡに暴露
した者が多岐にわたる健康不安を訴え、自己
や家族の健康に関して多大な不安を募らせざ
るを得ない状態に置かれたことは無理からぬ
事態である、との理解を示した。そして、本
裁定は、国民の身体・健康に影響する情報を
提供すべき義務を負う者は、かかる危険の存
在を確認した時は速やかにその情報を開示
し、国民の不安の解消、軽減を図らなければ
ならず、これを怠ったことにより国民の不安
を増大させた場合には、国民の平穏生活権を
侵害した不法行為の責任を負う、との判断を
示している18）。この判断の下に、水濁法に基
づく常時監視義務、公表義務を怠った被申請

人県に対し、健康被害が認められない申請人
らに対しても、各人が暴露したＤＰＡＡの量
（濃度と暴露期間）に応じて、相応の慰謝料
額の支払を認めた。
　 　なお、このような性質の慰謝料は、健康被
害が認められた申請人らの損害総額を算定に
あたっても、当然に内包されているものとさ
れた。一方、ＤＰＡＡの暴露自体が認められ
ない申請人らについては、この性質の慰謝料
の請求も認められないとしている。

３）素因減額
　 　申請人らに発症した健康被害の症状や疾患
については、それがＤＰＡＡのみに起因する
とは認められず、他の要因と相まって発症し
たと考えられるものや、ＤＰＡＡが憎悪因子
となったに過ぎないものが存在した。専門委
員は、専門委員報告書の中で、専門家として
の科学的判断として、「発症の一因になった可
能性がないとは言えない」とか、「他の要因が
関与した事実も否定できない」という慎重な
表現ぶりを示し、因果関係の存否につき断定
的な判断は差し控えていた。しかし、本裁定
は、ＤＰＡＡの関連性を強く疑わせる具体
的事情の存在と、医学的にその関与を肯定す
ることも不合理ではなく、その可能性も十分
あり得ること、疫学的に症例が少なく、ただ
ちには因果関係を認めがたいが、否定するこ
とも困難であること等の事情を総合的に考慮
し、ＤＰＡＡによる起因性について高度の蓋
然性が証明されているとして、その因果関係
を肯定するとともに、他の要因の存在につい
ては、民法７２２条２項を類推適用して、発
症や憎悪に対して他の要因が寄与した程度を
考慮し、素因に基づく一定の減額を行うこと
が相当であると判断し、個別の発症等の経過
を認定して、他の要因の寄与が認められる場
合には素因減額を割合的に認定した19）。

　 　素因とは、何らかの反応を引き起こし易い
基になる状態をいい、素質（特異体質、精神
病質等）、既往症・持病、年齢等による器質
的変化や機能障害等、さまざまな態様を含ん
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でいる。被害の発生につき不法行為の原因行
為とこれらの素因が競合している場合につい
ては、当初、相当因果関係説を前提にして、
特別事情の予見可能性の存否をもって起因性
を判断する傾向が見られたが 20）、近時は、不
法行為及び素因に、それぞれ寄与に応じて損
害を割り当てる傾向が大勢を占めている。そ
の論拠としては、因果関係を確立的心証によ
り割合的に認定する考え方、事実的因果関係
を割合的に認定する考え方、損害額の範囲を
寄与度ないし寄与率によって認定する考え
方、一般条項を用いて一定の減額を認定する
考え方等があったが、最判昭６３年４月２１
日（民集４２巻４号２４３頁）以来は、過失
相殺の法理を類推適用して損害を減額できる
とする考え方が定着した21）。

　 　本裁定は、この最高裁判例を前提にして、
健康被害が認められた申請人らの損害額の認
定において、健康被害の発症や憎悪に対して
他の要因が寄与した程度を考慮し、素因減額
による割合的認定を示したものである。

４）被申請人県の責任の範囲
　 　本件のＤＰＡＡ暴露による申請人らの被害
は、平成５年ないし平成９年ころ、ＤＰＡＡ
がコンクリートに混入され、Ａ井戸の南東
９０ｍ付近に投棄されて、これが地下水中に
溶出し、平成９年ころ、汚染プルームが地下
水の流れに乗ってＡ井戸付近に到達して、Ａ
井戸の使用者による汚染水の飲用が始まり、
さらに平成１０年ころ、汚染プルームが西進
する地下水の流れに乗ってＢ井戸付近に到達
して、Ｂ井戸の使用者による汚染水の飲用が
始まり、これらの時期から申請人らの被害が
発生したと考えられた22）。一方で、被申請人
県は、平成１１年１月２５日に会社寮井戸原
水のヒ素汚染を確認し、この日以降、水濁法
１５条に基づく常時監視義務、同法１７条に
基づく公表義務の履践が可能であったのであ
るから、同日以降の権限不行使が被申請人県
の責任発生時期になる23）。そうすると、Ａ、
Ｂの各井戸にＤＰＡＡ汚染が到達した時期か

ら被申請人県の責任発生時期までに暴露した
ＤＰＡＡの影響で発症した健康被害について
は、被申請人県の違法行為との間に相当因果
関係がなく、被申請人県の責任を問うことが
できないのである。
　 　本裁定は、かかる判断を前提に、健康被害
が認められた申請人らについて、健康被害発
現の時期や、ＤＰＡＡ暴露を考慮すべき期間
に含まれる被申請人県の責任発生時期の割合
等を考慮し、かつ、各井戸のＤＰＡＡ濃度は
経時的に高くなる傾向をも考慮して、申請人
らにつき個別に被申請人県の責任を限定すべ
き割合を判断した24）。

　 　法理論的には特に目新しいものではない
が、損害の発生時期と責任発生時期のずれか
ら生じる損害額の算定にあたって不可欠の論
点であり、参考になると思われる。

（５）最後に

　以上、神栖事件の裁定には他にも参考となる
論点があるが、紙数も尽きたので、解説はこの
程度にとどめておく。
　なお、これまで、本誌に「環境法研究ノート」
として、私が公調委で取扱った事例の中から環
境法の学習に参考になると思われるケースを紹
介し、解説してきたが、この連載は、今回を最
後にひとまず終えることにする。
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注）
１）前号（No．40）の３項で紹介した裁定である。同号１項の注１を参照。
２）前号の３、（３）、１）、ウ、イ）を参照。
３）最判昭和５０年１０月２４日民集２９巻９号１４１７頁。
４）前号の３、（３）、２）、ア、エ）の認定事実を参照。
５）前号３項の注４を参照。
６）前号の３、（３）、２）、イ、ウ）を参照。
７） 公害等調整員会刊「ちょうせい」第７４号　成城大学教授大橋真由美「公害紛争処理制度を通じた紛争処理の意
義－神栖責任裁定事件を素材にして－」を参照。

８）京都大学教授橋本佳幸「責任法の多元的構造－不作為不法行為・危険責任をめぐって－」を参照。
９）前号の３、（３）、３）、イを参照。
１０）前号の３、（３）、３）、ウを参照。
１１）４項の注２を参照。
１２） 最判平成元年１１月２４日民集４３巻１０号１１６９頁、最判平成７年６月２３日民集４９巻６号１６００頁等

を参照。
１３）前号の３、（３）、４）、イ、イ）、１１１頁の記述を参照。
１４）前号の３、（３）、４）、イ、イ）、１１２頁の記述を参照。
１５）前号の３、（３）、４）、ウ、イ）を参照。
１６）前号の３、（３）、５）、ア、ア）を参照。
１７） 包括的請求方式に関する裁判例としては、ａ）新潟地判昭４６年９月２９日下民集２２巻９号１０頁、ｂ）熊本

地判昭４８年３月２０日判時８６６号２１頁、ｃ）福岡地判昭５２年１０月５日判時８６６号２１頁、ｄ）東京
地判昭５３年８月３日判時８９９号４８頁などがある。

１８）前号の３、（３）、５）、ア、イ）を参照。
１９）前号の３、（３）、５）、イ、イ）を参照。
２０）かつての判例としては、仙台高判昭２８年１１月２０日下民集４巻１７３３頁などがある。
２１）最高裁判所判例解説民事編（昭和６３年度）１７５頁以下を参照。
２２）前号の３、（３）、２）、ア、オ）を参照。
２３）前号の３、（３）、４）、ウ、ウ）を参照。
２４）前号の３、（３）、５）、イ、ウ）を参照。




